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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1)　連結経営指標等

　

回次 　 　 第１期 第２期 第３期

決算年月 　 　 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 （千円） 　 　 93,510,79187,485,77660,358,888

経常利益 （千円） 　 　 3,360,9281,609,8171,942,877

当期純利益 （千円） 　 　 1,754,532 614,467 1,176,646

純資産額 （千円） 　 　 6,399,6825,953,0586,584,114

総資産額 （千円） 　 　 21,832,40920,408,49618,210,064

１株当たり純資産額 （円） 　 　 9,519.64 9,135.59 10,234.27

１株当たり当期純利益金額 （円） 　 　 2,601.68 923.52 1,819.23

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

（円） 　 　 2,579.67 919.83 1,815.11

自己資本比率 （％） 　 　 29.3 29.2 36.2

自己資本利益率 （％） 　 　 26.2 9.9 18.8

株価収益率 （倍） 　 　 7.6 11.9 6.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 　 　 1,781,4682,077,057 420,012

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 　 　 △1,373,682△1,127,6071,102,908

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 　 　 △1,292,617 47,488 △1,956,464

現金及び現金同等物の
期末残高

（千円） 　 　 1,967,5242,954,4632,520,919

従業員数
（名）

　 　 2,377 2,287 908

(外、平均臨時雇用者数) 　 　 (789) (659) (320)

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．従業員数が当連結会計年度において1,379名減少しておりますが、これは主として、現業部門の従業員数を含

めないこととしたためであります。なお、第１期及び第２期において現業部門を含めない場合の従業員数は、

それぞれ1,172名、1,230名であります。
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(2)　提出会社の経営指標等

　

回次 　 　 第１期 第２期 第３期

決算年月 　 　 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

営業収益 （千円） 　 　 1,192,6192,834,436 938,990

経常利益 （千円） 　 　 420,420 2,107,649 414,395

当期純利益又は当期純損失
(△)

（千円） 　 　 407,857 1,988,291 △99,725

資本金 （千円） 　 　 2,000,0002,000,0002,000,000

発行済株式総数 （株） 　 　 737,751 682,751 682,751

純資産額 （千円） 　 　 6,623,5137,610,3857,085,127

総資産額 （千円） 　 　 8,247,5468,571,1598,411,509

１株当たり純資産額 （円） 　 　 9,852.59 11,678.9311,013.04

１株当たり配当額
（円）

　 　 1,000.00 600.00 700.00

(内１株当たり中間配当額) 　 　 (300.00) (350.00) (250.00)

１株当たり当期純利益金額
又は当期純損失金額(△)

（円） 　 　 583.42 2,988.32 △154.19

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

（円） 　 　 578.66 2,976.38 －

自己資本比率 （％） 　 　 80.3 88.8 84.2

自己資本利益率 （％） 　 　 5.6 27.9 △1.4

株価収益率 （倍） 　 　 33.9 3.7 －

配当性向 （％） 　 　 171.4 20.1 －

従業員数
（名）

　 　 43 41 35

(外、平均臨時雇用者数) 　 　 (15) (16) (12)

(注) １．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２．第３期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額、株価収益率及び配当性向については、１株当たり当

期純損失であるため記載しておりません。
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２ 【沿革】

　

年月 沿革

平成18年11月株式会社フジスタッフ（東京都千代田区）及び株式会社アイライン（栃木県宇都宮市）は共同し

て株式移転により完全親会社となる持株会社（フジスタッフホールディングス株式会社）を設立

することを取締役会で決議し、株式移転契約書を締結

平成19年１月株式会社フジスタッフ及び株式会社アイラインの臨時株主総会において株式移転による持株会社

設立を承認

４月 株式会社フジスタッフ及び株式会社アイラインが株式移転により当社を設立、当社の普通株式を

株式会社ジャスダック証券取引所に上場

平成21年４月株式会社マルチメディアスクール・ウェーヴの株式を取得

平成22年３月株式会社コンピュータパックの株式を売却

(注) 平成22年４月　ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）に上

場となっております。

　

　

３ 【事業の内容】

当社グループは、当社と当社の完全子会社である株式会社フジスタッフ、株式会社アイライン、および

株式会社マルチメディアスクール・ウェーヴならびに各々の連結子会社である株式会社エム・アール・

アイ・ジャパン、ＥＡＰ総研株式会社、株式会社カラーズビジョン、株式会社フジネクスト、株式会社アイ

パレスおよび株式会社インターエージェントにより構成されており、総合人材サービス企業として一般

人材派遣・製造アウトソーシングを中心に、人材紹介、紹介予定派遣、教育等の各種人材関連サービス業

務を営んでおります。
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４ 【関係会社の状況】

平成22年３月31日現在

名称 住所
資本金

(千円)

主要な事業

の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

　株式会社フジスタッフ

(注)１、５
東京都中央区 100,000一般人材派遣 100.0

当社への資金の貸付

経営指導

役員の兼任……有

　株式会社アイライン

(注)１、６
栃木県宇都宮市 100,000

製造派遣、

請負
100.0

経営指導

役員の兼任……有

　株式会社マルチメディアス

クール・ウェーヴ

(注)１、７

東京都新宿区 206,000

パソコンスクール

事業、

パソコン研修

51.0
当社より資金の貸付

役員の兼任……有

　株式会社エム・アール・アイ

・ジャパン
東京都港区 150,000人材紹介

100.0

(100.0)

(注)２、３

役員の兼任……有

　株式会社フジネクスト 栃木県宇都宮市 25,000
各種保険取扱、

不動産建物管理

100.0

(100.0)

(注)２、３

役員の兼任……有

　株式会社カラーズビジョン 栃木県宇都宮市 10,000
映像コンテンツ企

画制作

100.0

(100.0)

(注)２、３

役員の兼任……有

　ＥＡＰ総研株式会社 東京都千代田区 10,000メンタルヘルス

100.0

(100.0)

(注)２、３

役員の兼任……有

　株式会社アイパレス 栃木県宇都宮市 30,000不動産賃貸

100.0

(100.0)

(注)２、４

役員の兼任……有

　株式会社アイプレス 東京都新宿区 70,000
広告代理、

出版印刷

100.0

(100.0)

(注)２、４

役員の兼任……有

　株式会社インターエージェン

ト
東京都千代田区 30,000

外国人就職支援、

教育

100.0

(100.0)

(注)２、４

役員の兼任……有

(持分法適用関連会社) 　 　 　 　 　

　株式会社エヌ・ティ・ティ・

データ・キャリアウェイ
東京都千代田区 225,000

人材派遣

（ＩＴ業界専門）

49.0

(49.0)

(注)２、３

役員の兼任……有

(注) １　特定子会社に該当いたします。

２　議決権の所有割合の(　)内は、間接所有割合で内数であります。

３　株式会社フジスタッフが所有しております。

４　株式会社アイラインが所有しております。

５　株式会社フジスタッフについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合

が10％を超えております。

主要な損益情報等　①売上高　　 31,697,131千円

　　　　　　　　　②経常利益　　　759,584

　　　　　　　　　③当期純利益　  467,536

　　　　　　　　　④純資産額　　5,225,787

　　　　　　　　　⑤総資産額 　 9,947,450

６　株式会社アイラインについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。

主要な損益情報等　①売上高　　 24,982,336千円

　　　　　　　　　②経常利益　　1,499,674

　　　　　　　　　③当期純利益　　836,586

　　　　　　　　　④純資産額　　2,209,368

　　　　　　　　　⑤総資産額　　8,512,561

７　債務超過会社で、債務超過の額は、平成22年３月末時点で414,035千円となっております。
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５ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

事業の種類別セグメント情報を記載していないため、会社別の従業員数を示すと次のとおりでありま

す。

平成22年３月31日現在

会社別 従業員数(名)

提出会社 35 (12)

株式会社フジスタッフ 491 (77)

株式会社アイライン 275 (170)

株式会社マルチメディアスクール・ウェーヴ 90 (51)

株式会社エム・アール・アイ・ジャパン 8 (－)

株式会社フジネクスト 2 (9)

株式会社カラーズビジョン 1 (－)

ＥＡＰ総研株式会社 4 (1)

株式会社アイパレス 2 (－)

株式会社アイプレス － (－)

株式会社インターエージェント － (－)

合計 908 (320)

(注)１　従業員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者は除き、グループ外から当グループへの出向者を

含む。)であり、臨時従業員数は(　)内に当連結会計年度の平均人員を外数で記載しています。

２　著しい増減の理由

従業員数が当連結会計年度において1,379名減少しておりますが、これは主として、現業部門の従業員数を含め

ないこととしたためであります。なお、前連結会計年度において現業部門を含めない場合の従業員数は、1,230

名であり、前連結会計年度に比べ322名減少しましたのは、経営の合理化による希望退職者等によるものであり

ます。

　

　

　

(2)　提出会社の状況

平成22年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

35　(12) 38.6 7.3 5,602,632

(注) １　従業員数は就業人員(当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時従業員数

は(　)内に当事業年度の平均人員を外数で記載しています。

２　平均勤続年数は、当社グループ内での勤続年数を通算しております。

　

　

(3)　労働組合の状況

当社グループに労働組合はありませんが、労使関係につきましては良好であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、中国を中心としたアジア経済の回復により一部で輸出や生産

が回復し、ようやく足下の消費動向にも改善の兆しが見られる等、国内景気は緩やかに持ち直してきてお

ります。　一方、雇用情勢につきましては、平成22年３月の完全失業率は季節調整値で5.0％と昨年のピー

クである5.6％から低下したものの依然として高いレベルにあり、また、完全失業者数も350万人と17ヶ月

連続で増加を続けており、厳しい状況が続いております。

当人材サービス業界におきましては、上述のとおり景気は最悪期を脱したものの、引き続き企業の人材

需要は低調となっております。　このような環境のもと、当社グループにおいては、一部顧客において需要

回復も見られましたが、景気低迷による需要減少の影響を受け、全般的な人材需要の本格回復には至って

おらず、売上高は前年同期比減収となりました。利益面につきましては、昨年初から実施してまいりまし

たコスト構造改善の結果、売上高規模減少にもかかわらず収益力が大幅に向上したため、本年度において

前回予想を上回る利益を計上することができました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は60,358百万円（前年同期比31.0％減）、利益面につきまして

は、営業利益は1,888百万円（前年同期比11.1％増）、経常利益は1,942百万円（前年同期比20.7％増）、

当期純利益は1,176百万円（前年同期比91.5％増）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末と比

べて433百万円減少し、2,520百万円（前年同期比14.7％減）となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は前連結会計年度と比べて1,657百万円減少し420百万円（前年同期比

79.8％減）となりました。これは、未払費用の減少額910百万円、法人税等の支払額754百万円、未収消費税

等の増加額564百万円等の資金の減少要因がありましたが、売上債権の減少額1,078百万円、税金等調整前

当期純利益2,082百万円の計上、減価償却費377百万円等の資金の増加要因があったためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は1,102百万円（前連結会計年度は1,127百万円使用）となりました。こ

れは、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入919百万円、敷金及び保証金の増減による収

入319百万円等の資金の増加要因がありましたが、有形固定資産の取得による支出153百万円、無形固定資

産の取得による支出83百万円等の資金の減少要因があったためであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は1,956百万円（前連結会計年度は47百万円獲得）となりました。これ

は、短期借入金の減少額324百万円、長期借入金の増減による支出1,202百万円、配当金の支払額324百万円

等の資金の減少要因があったためであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループの主たる事業であります一般人材派遣・製造アウトソーシング・人材紹介・紹介予定派

遣等人材関連事業は、提供するサービスの性格上、生産実績の記載に馴染まないため、当該記載を省略し

ております。

　

(2) 受注状況

当社グループは受注生産を行っておりませんので、受注状況の記載事項はありません。

　

(3) 販売実績

一般人材派遣・製造アウトソーシング・人材紹介・紹介予定派遣等人材関連事業の売上高及び営業利

益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める割合がいずれも90％を超えて

いるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。
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売上高の内訳は次のとおりであります。

　

業務の種類

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日

　 至　平成22年３月31日）

金額(千円) 前年同期比(％)

オフィス業務 29,781,259 △25.8

　（一般・ＯＡ関係） 19,451,564 △26.5

　（営業・販売関係） 6,402,075 △26.1

　（専門事務系） 2,366,804 △11.1

　（その他） 1,560,815 △33.9

ファクトリー業務 18,190,274 △43.5

　（電気・通信関連） 5,019,463 △40.4

　（半導体・精密関連） 1,344,089 △76.2

　（素材加工関連） 2,872,216 △49.4

　（運輸・倉庫関連） 2,120,598 △26.0

　（輸送用機器関連） 101,244 △94.2

　（食品関連） 998,665 △32.1

　（その他） 5,733,996 △9.5

エンジニア業務 4,385,539 △33.5

スポット業務 4,756,095 △25.8

教育業務 1,348,377 －

人材紹介業務 471,188 △43.9

その他の業務 1,426,153 ＋6.9

合計 60,358,888 △31.0

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

フジスタッフホールディングス株式会社

持株会社である当社は、グループ経営戦略の推進による利益・財務体質の強化および決算開示時期

の早期化に注力してまいります。

また、当社グループの主要事業会社である株式会社フジスタッフおよび株式会社アイラインにおけ

る課題に対する施策は以下のとおりです。

　

株式会社フジスタッフ

①　派遣法規制強化への対応と新規事業開発

人材派遣事業の規制強化は避けられない見通しですが、高度なスキルを要求される専門業務への人

材派遣は今後も変わらず大きなビジネスマーケットです。バイリンガルセクレタリーや医療福祉分野

の専門資格、コールセンターでのスーパーバイザー業務に要求される専門の商品知識や高度かつ広範

な業界知識など極めて専門性の高いスキルや知識・資格を身につけたスタッフの需要はさらに高まる

ことが予想されます。従来取り組んできた専門スキルスタッフの育成体制を充実させ、人材紹介事業の

強化と合わせ専門業務への派遣を積極的に推進します。

中期的には規制強化される見通しである、一般事務や営業・販売といった「自由化業務」について

は、カスタマーセンター受託運営やコールセンター事業で培ったノウハウを活かした一括業務受託等

により顧客企業のアウトソーシング需要に積極的に対応します。

　

ⅰ．カスタマーセンターの構築・運営

各種アウトソーシング事業運営と新規業務分野の開発を行なう事業開発本部を中心に、アウトソー

シング事業への取り組みを強化しています。特にカスタマーサービス部門の業務委託事業を運営する

ＢＰＯ事業部では、平成21年４月に新規配属し育成した30名の正社員スーパーバイザーを中心に、新た

なカスタマーセンターの業務構築から安定運営までを請け負う案件に取り組む等実績を積み重ねてい

ます。大型カスタマーセンター運営で長年培った業務プロセス構築と効率運営のノウハウを活かし、顧

客企業のニーズに沿った事務処理センターの設立コンサルティングや業務構築・運営を請け負いま

す。

ⅱ．マーケティング部門のトータルアウトソーシング

企業業績の回復に伴い、開発・製造部門はもちろん営業・販売部門での営業効率の改善や効率的な

店舗運営などのマーケティング機能強化ニーズは確実に高まっています。本社の企画・推進セクショ

ンから地方の営業所・販売ショップに至るまで、機動力と全国ネットワークを活かし、効果的なマーケ

ティングのためのトータルサービスを提供します。

特に、自社コールセンターである土浦コンタクトセンターでは、営業部門の最大の課題である「新規

顧客開拓」と「既存顧客との取引強化」に、小回りのきくコールセンターサービスを提供しています

が、見込み先発掘の「アポイント獲得コール」を中心として、高い実績を上げ、多くの顧客企業より評

価を頂いています。

また、情報通信系サービスを中心とした営業セクションの一括アウトソーシングサービスでの実績

を活かし、幅広い業界の営業活動のサポートサービスを提供するとともに、地方での販売ショップ新規

開設時の販売スタッフの紹介や派遣、さらにはショップ運営全般の一括請負サービスも提供します。

ⅲ．医療・介護支援サービス 

医療・介護業界においては医師や看護師などの専門資格を持つ人材だけでなく、医師の事務作業サ

ポートスタッフ等の専門事務系スタッフや医療機関利用者向けのアテンドスタッフについても高い水
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準の人材需要が見込めます。

当社では平成20年４月より医療業界へのアプローチを専門に行う本部部署を立ち上げるとともに、

各拠点に専任担当者を配置し営業開拓を行っています。また、営業活動を通じて蓄積した業界特有の人

材活用ノウハウをスタッフ向けの教育・研修にも活かし専門スタッフの育成を進めています。

　

②　派遣スタッフの確保

景気低迷の底打ちから、今後緩やかに景気回復に向かっていく局面では顧客企業のニーズにお応え

できる人材を安定的に確保することは重要な経営課題です。そのためには派遣スタッフの多様なニー

ズに対応して、幅広い業種の多種多様なお仕事の中から、希望条件にあったお仕事情報を提供すること

が必要となります。営業力を強化し魅力あるお仕事案件を安定的に確保することはもちろんですが、平

成23年３月期は自社コーポレートサイトを全面リニューアルすることで、自社サイトを通じて新規の

顧客企業が気軽に問い合わせできるよう機能改善し案件獲得を拡充してまいります。

　

③　コンプライアンス体制の強化

派遣元への人材派遣事業の適法な運営だけでなく、派遣先である顧客企業に対しても適法に人材派

遣を活用するよう行政指導が強化されており、双方の労働者派遣法への理解と遵守が一段と重要に

なってきております。当社では顧客企業向けのコンプライアンスセミナーを全国的に開催する他、顧問

契約している社会保険労務士によるコンサルティングを行う等、啓蒙活動を進めております。また、法

務部を中心とした社内での契約チェック体制も整備し、派遣先企業の理解と社内体制の整備の両面を

強化し、コンプライアンスリスクの極小化に努めています。

　

④　労働市場の変化に対する取り組み

しょうがい者（チャレンジド）社員の雇用は法定雇用率で義務付けられていますが、顧客企業の意

識は高い反面、現状ではまだまだ進んでおりません。一方、今年の法改正で法定雇用率に届かない場合、

しょうがい者雇用納付金徴収の対象となる企業が常用労働者数301名以上から201名以上へと引き下げ

られ中小企業も含め今まで以上に需要が高まると予想されます。当社としてもこれをチャンスと捉え

体制面では主要都市支店に専門営業担当者を配置することと、募集面ではしょうがい者案件募集専用

サイト（チャレンジドラボ）を一部リニューアルし、より対象者に訴求するコンテンツに切替えてい

くことにより顧客企業としょうがい者を今まで以上に結びつけ、しょうがいを持つ方々が就業する機

会を積極的に提供してまいります。

　

株式会社アイライン

米国発のサブプライムローン問題に起因する景気減速により、当社の主要顧客である製造業各社は、

大幅な減産・業務縮小が相次ぎ、当社の主力である製造派遣・請負は厳しい環境が続きましたが、採用

・営業拠点の統廃合や間接部門の合理化、人員削減といった事業再構築により利益体質を改善させま

した。また主力の製造業への人材サービスだけでなく、新たな収益源を確保すべくサービス業への人材

サービスを強化させ、外食産業における店舗の受託運営や送迎受託サービスを開始いたしました。

年度後半には、先進国を中心とした景気回復やエコカー減税・エコポイント、地デジの買換え需要に

より、日本国内における製造業は在庫調整が一巡したことで生産が上向きました。それに伴い、電気機

器・精密機器・自動車部品メーカーを中心とした顧客からの受注が回復しており、今後の売上拡大に

つながる見込です。

また、当期の課題としておりました「2009年問題」（特に製造業において派遣期間の終了期限が

2009年に一斉集中し、それ以降の派遣ができなくなる問題）につきましては、各顧客企業において終了
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期限までに派遣利用を行っていた業務を請負化へ移行させたことや、生産調整を理由に派遣利用を一

時的に停止したことで、クーリング期間が結果として設けられたことにより、大きな影響はありません

でした。なお、2009年度中に派遣から直接雇用に切り替えた社員の離職時における代替需要が、2010年

以降増加することが予測されます。

次期につきましては、回復基調にある製造業からの受注にロス無く対応すること、そして順調な成長

基調にあるサービス業への人材サービスをさらに強化することで、増収増益を図ります。

　

①　回復基調にある製造業各社におけるマーケットシェア拡大

昨年度後半から製造業の回復が顕著となっておりますが、特にリーマンショック後に大きく生産調

整を余儀なくされた電気通信や精密機器、輸送用機器関連の業種におけるメーカー顧客からの受注が

大きく改善しており、マーケットシェアの拡大を図ってまいります。

なお、製造業への派遣禁止を睨み、各メーカー顧客が外注会社の選別を積極的に進めており、請負事

業および自社工場によるEMSのノウハウを構築し、コンプライアンスを徹底している当社への受注が拡

大しています。実際に、従来取引実績のなかった大手メーカーや、取引シェアの低かったメーカーから

の受注が拡大しています。受注したオーダーを確実に納期内に完納させることで売上拡大を図り、得意

分野である製造業へのサービスを、再成長エンジンとして育成すべく注力してまいります。

　

②　法規制への対応（請負事業およびEMS事業の強化）

「製造派遣・登録型派遣・日雇派遣」において規制が強化される可能性が高まっておりますが、引

き続きコンプライアンスを維持した上で、法改正までの間、派遣業務を継続しその一方で規制強化に備

えた準備を進めてまいります。製造派遣禁止に対する施策としては、引き続き「請負化・委託化の推

進」や自社工場であるテクノセンターにおける「EMS（受託生産）」を推進し、安定的な収益の確保お

よびマーケットシェアの拡大を図ってまいります。

登録型派遣や日雇派遣における規制強化の対応策としましては、製造業務と同様に、自主運営による

請負・委託化を進める他、禁止の例外となる常用雇用派遣を進めてまいります。

また、直接雇用契約を望む顧客企業に対しては、採用活動のサポートとして、有料職業紹介と管理業

務の一括受託サービスにより対応いたします。前述した各種施策により、法改正による業界の構造変化

は、当社にとってはマーケットシェア拡大のチャンスとなると考えております。

　

③　サービス系アウトソーシングの展開

当社では新たな分野の売上拡大を図るため、サービス業に特化した事業部を立ち上げ、その中の外食

事業部にて飲食２店舗の運営委託を開始いたしました。その他、販売店のレジ周辺業務や、レジャー施

設・公共施設における送迎、大規模興行施設内での売店業務や警備業務、ファンクラブ会員勧誘業務の

委託対応も始めており、サービス業における事業領域が拡大しております。次期のサービス事業におけ

る売上高は、16億円を目指すとともに中長期的には製造業への人材サービスと並ぶドメインに育成さ

せるべく注力してまいります。

　

４ 【事業等のリスク】

グループ各社の諸要因に基づく業績の急激な変動が、当社の業績に影響を与える可能性があります。

　

①法的規制について

当社が属する人材ビジネス事業においては、主に「労働基準法」ならびに「労働者派遣法」等の法的

規制を受けております。当社では、コンプライアンス経営を最重要課題のひとつとして認識し取り組ん
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でおりますが、これらの関係法令は、社会環境の変化などに応じて今後も適宜改正されていくものと思

われます。法的規制が強化・拡大された場合には、当社の事業に制限が加わる可能性があり、当社グルー

プの業績に影響を及ぼす可能性があります。

②人材派遣について

ⅰ事業の許認可について

当社グループでは、「労働者派遣法」に基づく厚生労働大臣の許可を受け、顧客企業に人材を派遣す

る一般労働者派遣事業（派遣を希望する労働者に事前に登録していただき、登録されている労働者の中

から条件に合致する労働者を雇用した上で派遣する登録型の派遣事業）を行っております。「労働者派

遣法」では、一般労働者派遣事業の適正な運営を確保するために、人材派遣事業を行う者（法人である

場合には、その役員を含む）が派遣元事業主としての欠格事由（労働者派遣法第6条）及び当該許可の

取消事由（同第14条）に該当した場合には、期間を定めて当該事業の全部もしくは一部の停止、または

事業許可の取り消しを命じることができる旨を定めております。

現時点において、当社グループにおいては、上記に抵触する事実はないものと認識しておりますが、今

後何らかの理由により当社グループ各社並びにその役職員が上記に抵触した場合、当社グループの主要

な事業活動全体に支障をきたすことが予想され、当社グループの財政状態及び経営成績に重大な影響を

与える可能性があります。

ⅱ業務請負と人材派遣の区分について

業務請負事業と人材派遣事業は、それぞれ規制する法規が異なるため、昭和61年労働省告示第37号

（労働者派遣事業と請負事業との区分基準）では、指揮・命令系統の明確化及び受託業務の独立性など

により両者を明確に区分することを要請しております。業務請負と人材派遣については、両者を明確に

区分しておりますが、監督官庁との解釈の相違により指導等を受ける可能性があります。こうした場合、

業務体制の変更等が必要になり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　ⅲ派遣期間の制限について

「労働者派遣法」の規定により、現在、政令26業務については派遣期間に制限はないものの、政令26業

務以外の業務（いわゆる自由化業務）については、派遣受入れ期間の制限があり（原則1年、最長3年）、

派遣元及び派遣労働者を変えたとしても同一の場所、同一の業務に３年以上継続して派遣労働者を受け

入れることはできません。

当社グループにおきましては、政令26業務と自由化業務の区分を厳格に行っておりますが、監督官庁

との解釈の相違により指導等を受ける可能性があります。その指導等を受け、派遣先による直接契約の

増加や派遣契約の終了が急激に増加した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

③請負業務について

当社グループの請負業務は、顧客企業との業務請負または業務委託契約に基づき、製造現場において、

当社の指揮・命令の下に業務を遂行するものであります。民法第634条は、請負契約における受託者の瑕

疵担保責任について規定しており、不良品の発生に伴うリスクは基本的に当社グループが負担するもの

とされております。労働災害が発生した場合、労働者に対する指揮命令権が当社グループにあることか

ら、その損害を補償する責任を当社グループが負っております。従って、当社グループの受託した業務の

遂行に関連して、上記のような費用負担が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。

④スタッフの確保について

当社が属する人材ビジネス事業においては、スタッフの確保が非常に重要であり、インターネット、新

聞、雑誌、折込広告等による採用を強化しております。また、教育・研修および福利厚生の充実等により

スタッフの満足を高め安定確保に努めておりますが、顧客企業の需要に対して充分なスタッフの確保が
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行えなかった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑤社会保険加入について

社会保険適用事業所が社員を雇用する場合、健康保険法第13条の２及び厚生年金保険法第12条によ

り、社会保険に加入させる義務があります。この点につきまして、当社の雇用する派遣労働者は、社会保

険適用該当者全員が加入しております。また、平成16年の年金制度改革により、厚生年金保険の最終保険

料は18.3％と定められ、平成16年10月から平成29年９月まで毎年0.354％ずつ段階的に引き上げられま

す。これにより、標準報酬月額に対する厚生年金保険料の会社負担率は、平成29年まで毎年0.177％ずつ

増加していくことが予定されており、今後の収益を圧迫する要因のひとつとなることが予想されます。

また、社会保険制度上、２ヶ月以内の期間を定めて雇用契約を締結する場合、社会保険の適用が除外さ

れております。このため、短期雇用（２ヶ月以内）のスタッフにつきましては、社会保険適用除外者とし

て費用負担しておりませんが、当該制度の改正が実施された場合、社会保険料負担が増加する可能性が

あります。

このような社会保険制度の改正による保険料率や被保険者の適用範囲等に変更が生じた場合、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑥個人情報の取扱について

総合人材サービス業を営む当社グループは、派遣登録者を始めとする大量の個人情報を取り扱ってお

ります。このため個人情報保護に関するコンプライアンス・プログラムを全社的に施行し、株式会社フ

ジスタッフにおいては平成16年10月に、株式会社アイラインにおいては平成17年７月に（財）日本情報

処理開発協会の認定によりプライバシーマークを取得し、またそれぞれのグループ会社すべてに対して

個人情報の受入から保管・利用・廃棄に至る各プロセスにつき取扱基準を明確に定めるとともに、シス

テムに対するアクセス権限の厳格化、内部監査の充実化など、万全の情報セキュリティ体制を確立して

おります。

このコンプライアンス・プログラムを適切に運用していくことにより、当社では個人情報が漏洩する

危険性は極めて低いと考えておりますが、万一、何らかの原因により個人情報が外部に漏洩するような

事態が発生した場合には、当社に対する社会的信用の低下による売上高の減少、または損害賠償による

費用の発生等が起こることも考えられ、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑦財務要因について

ⅰ資産保有リスクについて

当社グループでは事業用の不動産、投資有価証券等の資産を保有しております。このため、時価の変動

等により、当社グループの業績及び財政状態に影響が出る可能性があります。

ⅱ税効果会計の適用について

当社グループは、５年以内に回収可能と見込まれる金額を繰延税金資産として計上しております。繰

延税金資産の回収可能見込額は、将来の課税所得のほか様々な予測・仮定に基づいており、実際の結果

がかかる予測・仮定とは異なる可能性があります。特に当社または当社グループの将来の業績が計画を

大きく下回り繰延税金資産の一部が回収できなくなった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。

⑧新規事業展開について

当社グループでは今後も、人材ビジネス事業及びその周辺事業等において、新会社の設立または企業

買収による事業展開をしていくことを予定しております。しかしながら、企業買収に伴う多額の資金需

要が発生する可能性があるほか、労働市場の変化や競合状況により必ずしも企業買収による収益見通し

が、当初の計画通りに推移する保証はなく、想定通りの収益が確保できない場合、当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。
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⑨市場環境の変化について

当社グループは、オフィス向け一般事務派遣から製造派遣・請負、人材紹介、再就職支援など幅広い顧

客に総合人材サービスを提供する事業ポートフォリオの構築を進めております。しかしながら、国内外

の景気変動や社会環境の変化に伴い、人材ビジネスに関する事業環境が急激に変化した場合、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

当社は、人材業界世界２位の規模であるランスタッド・ホールディング株式会社と平成20年７月より

人材サービスのグローバル動向調査プロジェクトを共同で行っております。

また、関係強化のためランスタッド・ホールディング株式会社の子会社であるランスタッド・オース

トラレジア・ビー・ヴィーが当社株式139,699株（持株比率20.46％）を取得し当社の安定株主となっ

ております。

＜ランスタッド・ホールディング株式会社の概要＞

① 本店所在地　：オランダ（ＮＹＳＥユーロネクスト・アムステルダム証券取引所上場）

② 代表者　　　：ＣＥＯ　ベン・ノートブーム

③ 売上高　　　：約1兆4,880億円（2009年度、１ユーロ120円換算）

④ 純資産　　　：約2,991億円（2009年度、１ユーロ120円換算）

⑤ 従業員数　　：27,640人

⑥ 主な事業内容：人材派遣、人材紹介、製造業派遣、専門職派遣、エグゼクティブサーチな　　　　　　　

　　　　　　　　　ど幅広い人材ソリューションサービス
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６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。

(1) 財政状態の分析

(流動資産)

流動資産は、前連結会計年度末に比べて12.6％減少し、11,129百万円となりました。これは主に、未収

消費税等が564百万円増加したものの、現金及び預金が620百万円、受取手形及び売掛金が1,330百万円そ

れぞれ減少したためであります。

(固定資産)

固定資産は、前連結会計年度末に比べて7.8％減少し、7,080百万円となりました。これは主に、建物及

び構築物が80百万円、投資有価証券が259百万円、繰延税金資産が73百万円それぞれ減少したためであり

ます。

(流動負債)

流動負債は、前連結会計年度末に比べて18.3％減少し、8,601百万円となりました。これは主に、１年以

内返済予定の長期借入金が233百万円、未払費用が1,077百万円、未払消費税等が439百万円、それぞれ減

少したためであります。

(固定負債)

固定負債は、前連結会計年度末に比べて23.1％減少し、3,024百万円となりました。これは主に、長期借

入金が836百万円減少したためであります。

(純資産)

純資産は、前連結会計年度末に比べて10.6％増加し、6,584百万円となりました。これは主に、利益剰余

金が763百万円増加したためであります。

　

(2) キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は2,520百万円となりました。なお、営業活動、投資活

動、財務活動別のキャッシュ・フローの分析については、１［業績等の概要］　(2) キャッシュ・フロー

の状況の項目をご参照ください。

　

(3) 経営成績の分析

当連結会計年度の売上高は60,358百万円（前年同期比31.0％減）、営業利益は1,888百万円（前年同

期比11.1％増）、経常利益は1,942百万円（前年同期比20.7％増）、当期純利益は1,176百万円（前年同

期比91.5％増）となりました。

売上高の分析につきましては、以下のとおりです。

（オフィス業務）

オフィス業務につきましては、当第３四半期から当第４四半期にかけて、一般・ＯＡ関係を中心に足

下の派遣需要がようやく下げ止まりの兆しが見られ、特に専門職関係においては比較的手堅く推移し、

売上高は29,781百万円（前年同期比25.8％減）となりました。
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（ファクトリー業務）

ファクトリー業務につきましては、前年度第３四半期以降の急激な生産・在庫調整の動きは当第1四

半期に底打ちを見せ、一部顧客からの受注増加などにより徐々に回復傾向にあります。しかしながら全

体的に顧客の需要は依然として弱く本格的な回復には至らず、売上高は18,190百万円（前年同期比

43.5％）となりました。

（エンジニア業務）

エンジニア業務につきましては、当第１四半期から当第２四半期にかけて底打ちが見られ、徐々に回

復しておりますが、売上高は4,385百万円（前年同期比33.5％減）となりました。

（スポット業務）

スポット業務につきましては、国内景気低迷の影響を受けている製造・物流業種からの需要は依然と

して厳しいもののサービス系からの需要の取り込みもあり、当第1四半期で底打ちを見せ、徐々に回復し

ておりますが、売上高は4,756百万円（前年同期比25.8％減）となりました。

（教育業務）

平成21年４月30日にパソコンスクールの株式会社マルチメディアスクール・ウェーヴが当社の連結

子会社となったため、そのスクール事業関連の５月からの売上高である1,348百万円を新規の業務分野

となる教育業務の売上高といたしました。また、９月より独立行政法人雇用能力開発機構からの受託に

より失業率改善のための求職者向けパソコン教育を開始しました。

（人材紹介業務）

国内景気低迷の影響により、オフィス系人材紹介および株式会社エム・アール・アイ・ジャパンによ

るサーチ型人材紹介の環境は厳しい状況が続いており、売上高は471百万円（前年同期比43.9％減）と

なりました。

（その他の業務）

その他の業務につきましては、株式会社アイラインの宇都宮テクノセンター（自社工場）におけるＥ

ＭＳ事業の受注が堅調に推移したため、売上高は1,426百万円（前年同期比6.9％増）となりました。

　

(4) 今後の方針

足下の景気回復に伴い、人材需要は徐々に回復すると見込まれますが、今後の景気見通しに対しまだ

慎重な姿勢の企業も多く、本格的な人材需要の回復に至るまでにはかなり時間を要すると見ておりま

す。

このような状況の中、株式会社フジスタッフにおいては、新規営業の強化に努めるとともに、ＢＰＯや

コールセンター業務など高付加価値案件の拡充やコンプライアンス体制の強化に引き続き取り組んで

まいります。また、株式会社アイラインにおいては、受注が回復基調にある製造業の顧客に対するシェア

拡大を図ってまいります。加えて引き続き請負化の推進を図るとともに、自社工場テクノセンターにお

けるＥＭＳ事業のさらなる拡大、ならびに外食の委託事業や警備事業等の新ビジネスの育成にも取り組

んでまいります。

当社グループ全体として、売上高は下半期にかけ緩やかに回復するとして事業計画を組んでおります

が、市場動向に迅速に対応できるよう努めるとともに、継続したコストコントロールと企業体質の強化

を図り、堅実経営を基本に取り組んでまいります。

　

(注) 今後の方針に記載した事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度における設備投資総額は271百万円であり、主なものは事務所の新設・移転・改装費用

44百万円、駐車場取得費用29百万円、及び求人ポータルサイトシステム構築費用42百万円であります。

　

２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1)　提出会社

平成22年３月31日現在

事業所名

(所在地)
設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数

(名)建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積㎡)
その他 合計

本社

(東京都千代田区)
事業所設備 14,00521,057 － 1,913 36,976

35

(12)

　

(2)　国内子会社

平成22年３月31日現在

会社名
事業所名

(所在地)

設備の

内容

帳簿価額(千円)
従業員数

(名)建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積㎡)
その他 合計

㈱フジス

タッフ

日本橋オフィス

(東京都中央区)
事業所設備 18,772 － － 1,924 20,696

99

(11)

宇都宮本社

(栃木県宇都宮市)

※１

事業所設備 207,1311,676
286,334

(2,237)
46,009541,153

82

(16)

西那須野支店

(栃木県那須塩原

市)※１

事業所及び賃貸

設備
127,962 －

51,258

(658)
276 179,497

8

(1)

大阪支店

(大阪市北区)
事業所設備 10,736 － － 879 11,616

38

(9)

フジスタッフ第２ビル

(栃木県宇都宮市)

※１

賃貸施設 101,137 －
84,295

(572)
26 185,459

－

(－)

清原寮

(栃木県宇都宮市)

※１

厚生設備 8,326 －
12,773

(492)
29 21,129

－

(－)

アトリウム神楽坂

(東京都新宿区)

※１

厚生設備 244,774 －
985,077

(466)
－ 1,229,851

－

(－)
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会社名
事業所名

(所在地)

設備の

内容

帳簿価額(千円)
従業員数

(名)建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積㎡)
その他 合計

㈱アイライ

ン

宇都宮本社

(栃木県宇都宮市)
事業所設備 87,774 8,586

167,338

(1,433)
27,658291,357

26

(21)

宇都宮支店

(栃木県宇都宮市)
事業所設備 3,887 3,496

83,000

(827)
475 90,859

11

(3)

熊谷支店

(埼玉県熊谷市)
事業所設備 3,265 5,050 － 428 8,744

6

(7)

宇都宮テクノセンター

(栃木県宇都宮市)

※１

事業所設備 381,2338,377
87,424

(19,943)
17,493494,528

56

(15)

宇都宮テクノセンター

寮

(栃木県宇都宮市)

※１

厚生設備 189,605 －
2,487

(744)
717 192,810

－

(－)

清原寮

(栃木県宇都宮市)※１
厚生設備 7,958 －

18,400

(567)
　－ 26,358

－

(－)

㈱アイパレ

ス

清原寮

(栃木県宇都宮市)

※１

賃貸施設 11,803 －
31,669

(677)
－ 43,473

－

(－)

白河寮

(福島県白河市）

※１

賃貸施設 80,689 －
41,327

(2,086)
－ 122,017

－

(－)

㈱フジネク

スト

本社

(栃木県宇都宮市）

※１

事業所設備 68,912 1,430
34,847

(246)
317 105,507

2

(4)

フジスタッフ第３ビル

(栃木県宇都宮市）

※１

賃貸施設 120,121 －
75,330

(437)
542 195,993

－

(1)

土浦ビル

(茨城県土浦市）

※１

賃貸施設 44,750 －
48,700

(207)
－ 93,450

－

(－)

㈱カラーズ

ビジョン

宇都宮春木屋ビル

(栃木県宇都宮市)
事業所設備 3,058 13,186 － － 16,245

－

(－)

(注) １　※１以外の建物については賃借しております。

２　総事業所の連結会計年度の賃借料は1,005,535千円であります。

３　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であり、金額には消費税等を含んでおりません。

４　現在休止中の主要な設備はありません。

５　上記のほか、主要な賃借及びリース設備はありません。

６　従業員数は就業人員数（社外への出向者は除き、社外からの出向者を含む）であり、臨時従業員数は（　）内に

年間の平均人員を外数で記載しています。

　

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの当連結会計年度末における重要な新設・改修等に係る設備投資計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,000,000

計 2,000,000

　

②　【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成22年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年６月24日)

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 682,751 682,751ジャスダック証券取引所
当社は単元株制度は
採用しておりません。

計 682,751 682,751 － －

(注) １　「提出日現在発行数」欄には、平成22年６月1日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

２　ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、平成22年４月１日付で大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡ

Ｑ市場）に上場となっております。  
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(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

①　平成17年６月24日株式会社フジスタッフ株主総会特別決議

　 事業年度末現在
(平成22年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成22年５月31日)

新株予約権の数(個) 4,430
(注)１
(注)２
(注)４

同左
(注)１
(注)２
(注)４

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 4,430
(注)２
(注)４

同左
(注)２
(注)４

新株予約権の行使時の払込金額(円) 40,100(注)３ 同左 (注)３

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日～
平成22年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　40,100
資本組入額　20,100

同左

新株予約権の行使の条件

(イ)新株予約権者は、新株予
約権の行使時において、当社
もしくは当社子会社の取締
役、監査役、執行役員または従
業員の地位を有していること
を要します。
(ロ)取締役、監査役または執
行役員であった者に関して
は、在任中に特に功労があっ
たとして取締役会が新株予約
権の継続保有・行使を相当と
過半数の承認をもって認める
場合には、上記(イ)の地位を
失った後も新株予約権を行使
することができるものとしま
す。
(ハ)新株予約権者が死亡した
場合は、相続人は権利を行使
することができないものとし
ます。
(ニ)その他の細目については
当社と付与対象者との間で締
結する新株予約権付与契約の
定めるところによります。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入れそ
の他の一切の処分及び相続は
認められないものとします。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

－ －

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は１株であります。

２　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するもの

とします。但し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式

の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
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３　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価格を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価格＝調整前行使価格×
１

分割・併合の比率

　
また、新株予約権発行日後に、時価を下回る価格で新株の発行（新株予約権の行使による新株を発行する場合

を除く）を行う場合は、次の算式により行使価格は調整され、調整による１円未満の端数は切り上げます。

　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後行使価格＝調整前行使価格×
新規発行前株価

既発行株式数＋新規発行株式数

４　退職等により権利を喪失した新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は除外しております。

　

②　平成17年12月20日株式会社アイライン臨時株主総会決議

　

　
事業年度末現在
(平成22年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成22年５月31日)

新株予約権の数(個) 840
(注)１
(注)２
(注)４

720
(注)１
(注)２
(注)４

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 3,612
(注)２
(注)４

3,096
(注)２
(注)４

新株予約権の行使時の払込金額(円) 7,209(注)３ 同左 (注)３

新株予約権の行使期間
平成19年12月21日～
平成22年12月20日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　7,209
資本組入額　3,605

同左

新株予約権の行使の条件

(イ)新株予約権者は、新株予
約権の行使時において、当社
もしくは当社子会社の取締
役、監査役、執行役員、従業員
または社外の協力者等の地位
を有していることを要しま
す。但し、任期満了による退
任、定年退職その他正当な理
由のある場合においてはこの
限りではありません。
(ロ)新株予約権者の相続人に
よる行使は認めません。
(ハ)その他の条件については
当社と付与対象者との間で締
結する新株予約権付与契約の
定めるところによります。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、
取締役会の承認を要するもの
とします。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

－ －

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は4.3株であります。

２　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するもの

とします。但し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式

の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
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３　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価格を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価格＝調整前行使価格×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行日後に、時価を下回る価格で新株の発行（新株予約権の行使による新株を発行する場合

を除く）を行う場合は、次の算式により行使価格は調整され、調整による１円未満の端数は切り上げます。

　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後行使価格＝調整前行使価格×
新規発行前株価

既発行株式数＋新規発行株式数

４　退職等により権利を喪失した新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は除外しております。

　

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年2月１日以後の開始事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項は

ありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成19年４月２日
(注）１

737,751737,7512,000,0002,000,000500,000500,000

平成20年５月30日
(注）２

△55,000 682,751 － 2,000,000 － 500,000

（注）１　平成19年４月２日に株式移転により設立しております。

２　平成20年５月30日付自己株式の消却による減少であります。

　

　

(6) 【所有者別状況】

平成22年３月31日現在

区分

株式の状況
単元未満

株式の状況

(株)

政府及び

地方公共

団体

金融機関
金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等 個人

その他
計

個人以外 個人

株主数
(人)

－ 13 10 33 34 1 4,6494,740 －

所有株式数
(株)

－ 20,8441,57527,660146,764 1 485,907682,751 －

所有株式数
の割合(％)

－ 3.05 0.23 4.05 21.50 0.00 71.17100.00 －

(注) １　自己株式は「個人その他」に39,411株含まれております。

２　「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が24株含まれております。
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(7) 【大株主の状況】

平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

増山　浩史 栃木県宇都宮市 141,551 20.73

ランスタッド・オーストラレジ
ア・ビーヴィー（常任代理人　ラ
ンスタッド株式会社)

NETHERLANDS NL-1112 TC ディーメン,ディ
メール25（東京都千代田区有楽町一丁目９番
１号)

139,699 20.46

増山　律子 栃木県宇都宮市 68,462 10.03

増山　瑞比古 栃木県宇都宮市 63,192 9.26

エー・アンド・アイシステム株
式会社

東京都中央区日本橋箱崎町16番９号 20,666 3.03

増山　郁夫 栃木県宇都宮市 20,497 3.00

株式会社栃木銀行 栃木県宇都宮市西二丁目1番18号 10,650 1.56

増山　聖彦 栃木県宇都宮市 10,421 1.53

増山　史枝 東京都港区 7,334 1.07

江口　隆 東京都渋谷区 7,081 1.04

計 － 489,553 71.70

(注)　１　上記のほか、自己株式が39,411株（5.77％）あります。

２　ランスタッド・オーストラレジア・ビーヴィーはヴェディオール・アジア・ビーヴィーが社名変更したもの

です。

　

(8) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 39,411

完全議決権株式（その他） 普通株式 643,340 643,340 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 　 682,751 － －

総株主の議決権 － 643,340 －

(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が24株（議決権24個）含まれて

おります。
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②　【自己株式等】

平成22年３月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

フジスタッフホールディン
グス株式会社

東京都千代田区丸の内　一
丁目８番３号

39,411 － 39,411 5.77

計 － 39,411 － 39,411 5.77

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

①　当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。

当該制度は、旧商法に基づき、平成17年６月24日の株式会社フジスタッフ定時株主総会において決議

されたものであります。

当該制度の内容は、次のとおりであります。

　

決議年月日 平成17年６月24日

付与対象者の区分及び人数

株式会社フジスタッフ取締役　　　　　　　　　　　　　　　 　３名
株式会社フジスタッフ執行役員　　　　　　　　　　　　　　　 ６名
平成17年６月24日現在の株式会社フジスタッフ従業員(正社員)　151名
平成17年６月24日現在の同従業員(契約社員)　　　　　　　　　 ５名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

－

　

②　当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。

当該制度は、旧商法に基づき、平成17年12月20日の株式会社アイライン臨時株主総会において決議さ

れたものであります。

当該制度の内容は、次のとおりであります。

　

決議年月日 平成17年12月20日

付与対象者の区分及び人数

株式会社アイライン取締役　　　　　　　　　　　　　　　　　４名
株式会社アイライン監査役　　　　　　　　　　　　　　　　　１名
株式会社アイラインの子会社取締役　　　　　　　　　　　　　３名
株式会社アイライン従業員　　　　　　　　　　　　　　　　　87名
社外の協力者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

－
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第３号による普通株式の取得

　
(1)　【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2)　【取締役会決議による取得の状況】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成21年３月10日)での決議状況(取得期
間平成21年３月11日～平成21年５月13日)

8,000 85,000

当事業年度前における取得自己株式 1,582 16,244

当事業年度における取得自己株式 5,098 61,057

残存決議株式の総数及び価額の総額 1,320 7,697

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 16.5 9.1
　 　 　

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) 16.5 9.1

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成22年２月15日)での決議状況(取得期
間平成22年２月16日～平成22年５月13日)

12,000 140,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 3,497 42,069

残存決議株式の総数及び価額の総額 8,503 97,930

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 70.9 70.0
　 　 　

当期間における取得自己株式 5,713 90,300

提出日現在の未行使割合(％) 23.3 5.5

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成22年５月25日)での決議状況(取得期
間平成22年５月26日～平成22年８月13日)

6,000 110,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 － －

残存決議株式の総数及び価額の総額 6,000 110,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 100.0 100.0
　 　 　

当期間における取得自己株式 106 1,577

提出日現在の未行使割合(％) 98.2 98.6
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(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他（新株予約権の行使) 301 4,719 516 7,892
　 　 　 　 　

保有自己株式数 39,411 － 44,714 －

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの買取による株式数

は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主への利益還元を重要な経営課題と位置づけており、中長期的な企業価値向上のために必要

な内部留保を確保しつつ、業績連動型の配当を実施いたします。

具体的には、配当性向35％を目処として利益還元することにより、今後も株主の皆様により多くの配当

を実施できるよう利益の最大化を目指します。また、内部留保金につきましては、企業体質の強化ならび

に中長期的な視野での事業拡充のための重点的な施策など企業価値向上のための投資に活用してまいり

たいと考えております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針とし、「剰余金の配当等会

社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の決議に

よらず取締役会の決議により定める」旨定款に定めております。また、当社は中間配当を行うことができ

る旨を定めております。

これらの剰余金の配当の決定機関は、取締役会であります。

この基本方針に従い、配当については１株当たり中間期末250円、期末450円、年間700円といたしました。

この結果、当期の配当性向（連結）は38.5％となりました。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

　

決議年月日
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

平成21年10月27日
取締役会決議

161,666 250.0

平成22年５月28日
取締役会決議

289,503 450.0

　

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第１期 第２期 第３期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高(円) 33,750 22,460 15,100

最低(円) 17,450 8,000 8,610

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高(円) 10,950 10,700 10,450 10,490 13,400 12,950

最低(円) 10,000 8,610 8,630 9,400 9,500 11,710

(注)　最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。

なお、ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、平成22年４月１日付で大阪証券取引所（ＪＡＳ

ＤＡＱ市場）に上場となっております。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役会長

（代表取締　

役）

　 増山　浩史 昭和41年７月19日生

平成12年４月 富士アウトソーシング株式会社

（現　株式会社アイライン）入社、

専務取締役

(注)４ 141,551

平成14年９月 同社代表取締役社長

平成18年６月 同社代表取締役会長　最高経営責

任者（CEO)

平成19年４月 同社取締役（現任)

　 当社代表取締役社長

　 株式会社フジスタッフ取締役

平成20年12月株式会社マルチメディアスクール

・ウェーヴ取締役

平成22年６月 同社代表取締役（現任）

　 当社代表取締役会長（現任）

取締役社長

（代表取締　

役）

　 井上　守 昭和28年５月30日生

平成12年10月富士アウトソーシング株式会社

（現　株式会社アイライン）入社

(注)４ 847

平成13年６月 同社人事部長

平成16年４月 同社執行役員千葉エリア部長

平成17年10月同社執行役員人事部長

平成18年６月 同社代表取締役社長　最高執行責

任者（COO）（現任）

平成19年４月 当社取締役

平成22年６月 株式会社マルチメディアスクール

・ウェーヴ取締役（現任）

　 株式会社フジスタッフ取締役（現

任）

　 当社代表取締役社長（現任）

取締役 　 深津　雅史 昭和37年７月20日生

平成13年９月 株式会社プロフェシオ（現　株式

会社フジスタッフ）入社、アウト

ソーシング事業部長代理

(注)４ 230

平成17年４月 同社執行役員アウトソーシング事

業部部長

平成20年４月 同社執行役員事業開発本部長

平成20年６月 同社取締役

平成21年６月 同社取締役執行役員社長

　 当社取締役（現任）

平成21年９月 株式会社フジスタッフ代表取締役

社長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役
管理部門

担当
増山　郁夫 昭和35年12月８日生

昭和62年８月 富士総合サービス株式会社（旧株

式会社フジスタッフ）入社

(注)４ 20,497

平成13年６月 株式会社パソナソフトバンク（現

　株式会社フジスタッフ）取締役

平成15年６月 株式会社フジプロフェシオ（現　

株式会社フジスタッフ）専務取締

役管理本部長

平成15年12月株式会社エム・アール・アイ・

ジャパン代表取締役社長

平成19年４月 株式会社フジスタッフ取締役

平成19年６月 同社常務取締役

平成20年６月 当社取締役（現任）

平成21年６月 株式会社フジスタッフ取締役副社

長（現任）

取締役 　
ウィガース・

マルセル
昭和36年２月10日生

平成15年10月ランスタッド株式会社（日本）代

表取締役社長

(注)４ －

平成21年１月 ランスタッドホールディング株式

会社取締役

平成21年２月 同社アジア担当マネージングディ

レクター（現任）

　 インハウスサービスマネージング

（オーストラリア）ディレクター

（現任）

平成21年６月 当社取締役（現任）

監査役

（常勤）
　 宮脇　壽行 昭和25年５月26日生

平成18年４月 株式会社フジスタッフ常務執行役

員コンプライアンス室長
(注)５ 58

平成20年６月 同社監査役（現任）

　 当社監査役（現任）

監査役

（常勤）
　 今井　明 昭和27年６月15日生

平成15年４月 株式会社フジプロフェシオ（現株

式会社フジスタッフ）入社、金融

事業部長

(注)５ 105

平成16年６月 同社取締役管理本部長兼人事部長

平成17年６月 同社常務執行役員東京本社営業部

統括部長

平成18年６月 同社専務取締役営業本部長

平成19年４月 当社取締役

平成19年６月 株式会社フジスタッフ取締役総務

部長

平成20年４月 同社取締役管理本部担当部長

平成21年６月 株式会社アイライン監査役（現

任）

　 当社監査役（現任）

監査役 　 掛川　清崇 昭和26年６月14日生

平成21年１月 足利不動産株式会社特別顧問

(注)５ －

平成21年６月 株式会社フジスタッフ監査役（現

任）

　 株式会社アイライン監査役（現

任）

　 当社監査役（現任）

　 足利不動産株式会社代表取締役社

長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

監査役 　 依田　友吉 昭和24年３月26日生

昭和59年４月 霞友監査法人設立　代表社員（現

任）

(注)５ －
平成５年４月 株式会社アム・コンサルティング

グループ設立　代表取締役

平成12年６月 同社監査役（現任）

平成22年６月 当社監査役（現任）

　 　 　 計　 　 　 163,288

(注）１　取締役増山郁夫は、代表取締役会長増山浩史の兄であります。

２　取締役ウィガース・マルセルは、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

３　監査役掛川清崇並びに依田友吉は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

４　取締役の任期は、平成22年３月期に係る定時株主総会終結のときから平成23年３月期に係る定時株主総会終結

のときまでであります。

５　監査役の任期は、宮脇壽行については平成20年３月期に係る定時株主総会終結のときから平成23年３月期に係

る定時株主総会終結のときまで、今井明及び掛川清崇については平成21年３月期に係る定時株主総会終結の

ときから平成23年３月期に係る定時株主総会終結のときまで、依田友吉については平成22年３月期に係る定

時株主総会終結のときから平成23年３月期に係る定時株主総会終結のときまでであります。

６　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１

名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

土　光　哲　夫 昭和９年３月21日生

平成４年６月 東芝タンガロイ株式会社常務取締役

(注) 190

平成14年６月 株式会社プロフェシオ（現　株式会

社フジスタッフ）監査役

平成19年４月 当社監査役

平成20年６月 株式会社アイライン監査役

　　　　（注） 補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

①　基本方針

当社は、人の「心」を軸に、「人にしてもらいたいと思うことを、人にもしなさい。」という経営理念

のもと、ステークホルダー（利害関係者）の権益を守ることを経営の最重要課題と位置付け、さらなる

グループ各社の企業価値向上に向け、コーポレート・ガバナンス強化に積極的に取り組んでおります。

社内体制として、内部統制システムの構築を図るとともに、「経営の重要事項の決定機能及び監督機

能」と経営の透明性を確保し、コンプライアンスを重視した経営を推進します。また、この経営管理体

制に基づき適切かつ迅速な情報開示を実施します。

②　当社の経営体制

当社の経営体制につきましては、以下のとおり、取締役はグループ各社を含めた全社的視野に立った

経営意思決定機能を担い、また、監査役が取締役会の職務執行をチェック・牽制することにより、より

緊張関係を保った経営体制構築を図っております。 

・取締役は、グループ各社を含めた全社的視野に立った経営意思決定を行うポジションとして、経営

方針ならびに重要事項の決定、そして職務執行の監督を行い、経営全般にわたる責任を担います。

・監査役は、経営監視機能を担い、取締役会をはじめ重要会議に積極的に参画し、意思決定プロセス

のチェックと経営全般にわたる職務執行に関する監査を行うものとします。

・社外取締役を選任し、取締役の職務執行について監督機能を強化し、経営監視機能の客観性、透明

性を高める体制を敷いております。

③　ステークホルダーに対する取組み

ａ．株主・投資家の皆様へ

グループ各社の企業価値の拡大に向け、コーポレート・ガバナンスを有効に機能させることが重

要であると認識しております。株主・投資家の皆様に対する会社情報の提供につきましては、公平性

・透明性・継続性を基本に、適時適正かつ積極的に取り組みます。また、株主の皆様への利益還元は、

重要な経営課題と位置付け、業績を十分勘案しながら、株主資本コストを考慮し、利益配分を実施し

ていく方針です。

ｂ．企業・スタッフの皆様へ

各グループの営業担当者とコーディネーターが一体となり、「きめ細やかなサポート体制」を敷

くことで、スタッフが安心して働ける就業環境を提供します。また、各種スクール・セミナー等によ

るスキルアップの機会拡充や、就業促進のためのインフラ整備等を通じて、スタッフが意欲的に仕事

に取り組むための支援体制を提供します。企業様には、高い専門性と豊かな人間性を兼ね備え、「仕

事力・人間力」をもつスタッフに対する就業の場をご提供いただくことにより、結果として企業様

の発展の一助になるものと考えております。
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④　ＣＳＲへの取組み

大切な「人」を見つめ育てることができる世の中、さまざまな「働くこころ」が響き合う世の中を

目指すことが、活き活きと調和のとれた社会の実現につながるものと考えております。このスローガン

に基づき、当社グループでは、チャレンジド（しょうがい者）支援事業などの社会貢献活動や環境問題

にもグループ全社をあげて取り組んでおります。社員一人ひとりが企業理念を自覚・実践し、社会組織

の一員として、「活き活きとして調和のとれた社会の実現」を目指します。

　

　

　　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

①　会社の機関の内容

ａ．取締役の役割

取締役は、グループ各社を含めた全社的視野に立った経営意思決定を行うポジションとして、経営

方針ならびに重要事項の決定、そして職務執行の監督を行い、経営全般にわたる責任を担っておりま

す。

ｂ．監査役制度の採用

監査役制度を採用し、現在４名体制で２名が社外監査役であります。監査役は、経営監視機能を担

い、取締役会をはじめ重要会議に積極的に参画し、意思決定プロセスのチェックと経営全般にわたる

職務執行に関する監査を行っております。社外監査役は取締役会の前に行われる監査役会に出席し、

常勤監査役および各部署の責任者からの報告を受け、業務の執行状況について精査し、監査体制の機

能強化を図っております。

ｃ．社外取締役制度の採用

社外取締役１名を選任し、取締役の職務執行について監督機能を強化し、経営監視機能の客観性、

透明性を高める体制を敷いております。
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ｄ．取締役会及び監査役会等の重要な会議

・取締役会

「取締役会」は、全社的視野に立った経営意思決定及び職務執行の監督機能を本務に、月１回以上

開催しており、重要な議題を諮る場合は臨時取締役会を随時開催しております。

・監査役会

「監査役会」は、取締役会開催前に開催（月１回以上）し、取締役会議題について検証すると同時

に監査役間の意見交換を行っております。

・コンプライアンス委員会

コンプライアンス体制、情報管理ならびにリスク管理体制を審議する機関として、グループ各社の

社長が委員長となり関係部門責任者から構成される「コンプライアンス委員会」を月１回開催して

おります。当社はグループ各社からの報告により、遵守状況を監視及び指導しております。

・予算委員会

企業の永続的事業運営（ゴーイング・コンサーン）の観点から、各期における経営ビジョン・事

業方針を達成するべく計数目標（ベンチマーク）である予算計画を審議する機関として「予算委員

会」を毎期開催しております。これにより目標達成に向けた確約の意識付けを全社的に浸透させて、

グループ各社、各部門の実行責任を明確にしております。

　

　

②　内部統制システム及びリスク管理体制構築に関する基本方針

ａ．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

（会社法第362条第４項第６号および会社法施行規則第100条第１項第４号）

ⅰ）グループ全社の事業活動に法令および定款遵守の取組みを浸透させるべく、社長直轄の内部統

制室を設置するとともに、「コンプライアンス委員会規程」に基づきコンプライアンス体制の

構築、運用を統括する組織体として社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」を組成し、

内部統制室がその事務局にあたります。コンプライアンス委員会は、ホールディングス・グルー

プ全社レベルでのコンプライアンスプログラムの企画、運営、維持、管理および教育体制の整備

に努めるとともに、コンプライアンス上の問題や体制運営上の進捗など、情報および協議結果を

取締役会ならびに監査役会に適宜報告します。

ⅱ）グループ全社の取締役および使用人を含めた行動規範として、ホールディングス・グループ経

営理念ならびに法令、定款等遵法の精神に基づく「行動規範」および「行動基準」を定めると

ともに、コンプライアンス体制に関する倫理規程（コンプラインスマニュアル）を活用します。

ⅲ）社外取締役を選任し、取締役の職務執行について監督機能を強化し、経営監視機能の客観性、透

明性を高める体制を敷きます。

ⅳ）社長直轄の監査室がコンプライアンス状況を監査し、グループ全社各部門への牽制チェックに

より業務が適正かつ効率的に運営されているかを幅広く検証する体制を敷きます。

ⅴ）取締役および使用人は、グループ全社の事業活動に法令および定款違反の疑義のある行為、もし

くはグループ全社の事業活動に著しく損害を及ぼす事実等を発見した場合、「ホットライン」

の窓口であるホールディングスの常勤監査役に通知します。常勤監査役は、通知内容を精査した

上で、必要な場合は調査を行い、取締役会に報告します。
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ⅵ）市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、外部専門機関と緊密な連携を

図り、取引を含めた一切の関係を持たぬよう社会常識と正義感を持ち、毅然とした態度で組織的

に対応します。反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対応を行

い、裏取引や資金提供は絶対に行いません。

ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

（会社法施行規則第100条第１項第１号）

ⅰ）取締役会議事録および審議資料等をはじめ、取締役の職務執行状況を確認する重要な文書につ

いては、「文書管理規程」に基づき、その保存媒体に応じて情報の安全性かつ検索性の高い状態

で保存管理する体制を敷きます。

ⅱ）取締役または監査役からの閲覧要請があった場合には、総務部門による集中管理により、必要に

応じてスムーズに閲覧できる体制を敷きます。

ｃ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（会社法施行規則第100条第１項第２号）

ⅰ）リスクマネジメントを推進するため、内部統制室がリスク管理の業務にあたります。

ⅱ）内部統制室は、リスク管理の基本方針の決定、リスク管理規程の制定、リスク検証評価の実施、未

然防止策への恒常的取組み、社内周知徹底活動、および発生時における迅速、適切対応の協議を

行い、ホールディングス・グループ全社レベルでのリスク管理体制を敷きます。

ⅲ）不測の事態が発生した場合の手続きを含む危機管理体制を整備し、迅速かつ適正な対応を行い、

損害の拡大を防止し、被害を最小限に止めます。

ⅳ）内部統制室は、リスク管理の状況等につき、取締役会、ならびに監査役会に適宜報告します。

ｄ．取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

（会社法施行規則第100条第１項第３号）

ⅰ）取締役の職務執行に関しては、運営手続きを定めた「取締役会規程」に基づき取締役会を原則

月１回開催し、必要に応じて適宜臨時に開催するものとします。経営に関する重要事項について

は、取締役会で審議し合議的手段により意思決定を諮る体制を敷きます。

ⅱ）「職務権限規程」「稟議規程」により、取締役の担当する職務執行、チェック機能を明確にする

ことで、適正かつ効率的に意思決定を行える体制を敷きます。

ｅ．当ホールディングスおよびその事業会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制（会社法施行規則第100条第１項第５号）

ⅰ）当ホールディングスの取締役および使用人は、事業会社において、法令および定款違反、その他

コンプライアンスに関する問題を発見した場合には、「ホットライン」の窓口であるホール

ディングスの常勤監査役に通知します。常勤監査役は、通知内容を精査した上で、必要な場合は

調査を行い、取締役会に報告します。

ⅱ）事業会社における業務の適正を確保するため、ホールディングス・グループの行動基準に準じ

たコンプライアンスプログラム並びにリスク管理体制を整備し、事業会社の取締役および使用

人に対する教育を周知徹底します。
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ⅲ）事業会社の経営管理について、「グループ会社管理規程」に基づき、当ホールディングスへの報

告制度による事業会社経営の管理を行うこととし、必要に応じてモニタリングを実施します。ま

た、事業会社との各種連絡会を設置し、随時、連携と情報共有を図りながら、事業会社内での内部

統制機能の強化および経営の効率化を図ります。なお、事業会社の子会社に対しては事業会社を

通じて経営管理を行うこととします。

ⅳ）事業会社が、当ホールディングスからの経営管理・運営について、それが法令および定款違反、

またはコンプライアンス上に問題があると認めた場合には、「ホットライン」の窓口である

ホールディングスの常勤監査役に通知します。常勤監査役は、通知内容を精査した上で、必要な

場合は調査を行い、取締役会に報告します。

ⅴ）当ホールディングスの監査役は、事業会社の監査役と情報交換の場を定期的に設けます。

ｆ．監査役がその職務を補助すべき使用人（以下、補助使用人という）を置くことを求めた場合にお

ける補助使用人に関する事項ならびに補助使用人の取締役からの独立性に関する事項

（会社法施行規則第100条第３項第１号および会社法施行規則第100条第３項第２号）

ⅰ）監査役は、必要に応じて自らの職務を補助させるために監査室の使用人に補助使用人として業

務を命じ、監査室は当該業務を行う旨、業務分掌表で明確化します。

ⅱ）監査役から職務を補助することの要請を受けた監査室の使用人は、補助使用人としての要請に

応じて行う監査につき、監査部門の独立性を確保するために取締役の指揮・命令を受けないも

のとします。また、監査室の使用人の補助使用人としての任命、解任、異動、人事評価等について、

取締役からの独立性を確保するため、監査役は取締役と充分に意見交換を行います。

ｇ．取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制およ

びその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（会社法施行規則第100条第３項第３号および会社法施行規則第100条第３項第４号）

ⅰ）監査役は、必要に応じていつでも、取締役および使用人に対して事業の報告を求め、重要と思わ

れる会議に出席し、また、書類の提示を求めることができるものとします。

ⅱ）監査役は、監査の実効性を確保するために必要な相互の意思疎通を図る目的で、定期的に取締

役、会計監査人、監査室と意見および情報交換の機会を確保します。

ⅲ）監査役は、監査室に対して、内部監査の計画および結果の報告を、定期的、或いは必要に応じて提

出させ、また、監査室に調査を求め監査体制の効率化を図ります。

ｈ．財務報告の信頼性を確保するための体制

ⅰ）取締役は、金融商品取引法の定めに従い、財務報告の信頼性を確保することを目的として、財務

報告に係わる内部統制の評価および監査に関する実施基準に基づき整備し、適正な運用体制を

敷きます。

ⅱ）内部統制評価委員会は、財務報告に係わる内部統制の整備状況と運用状況を評価および監査し、

その結果を取締役会に報告します。
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③　内部監査及び監査役監査の状況

監査体制の強化を図り、取締役の職務執行に対して厳正に対応しております。監査役は、内部監査の

都度、結果報告を求めるとともに、毎月の社長への内部監査報告時にも同席し、監査役会から内部監査

の観点での助言をしております。また、毎月定期的に会合を持ち監査ならびに内部監査について意見調

整を実施しております。重要文書を閲覧することにより、意思決定プロセスのチェックと取締役の職務

執行の監査を強化しております。

内部監査体制についても営業部門、管理部門とは独立した社長直轄の監査室を設置し、専任の担当者

３名が内部統制室（３名）と連携して、事業会社をはじめグループ各社への牽制チェックと現場への

啓蒙型指導によって業務が適正かつ効率的に運営されているかを幅広く検証しております。

監査室は、年度計画に基づき、各部門、およびグループ内企業の業務の実施状況について内部監査を

実施し、監査結果および改善結果について代表取締役社長に報告し、改善状況を確認、監視する体制を

構築して内部統制の充実を図っております。

　

④　会計監査の状況

会計監査については、新日本有限責任監査法人の公認会計士による監査を適正に受けており、また監

査役及び監査部とも連携し、情報の共有を行い、監査の実効性を確保しております。また、監査役と３ヶ

月ごとに定期的に会合をもち、監査等の報告やその他情報交換を実施しております。

　

・業務を執行した公認会計士の氏名等、継続関与年数及び所属する監査法人

公認会計士の氏名等 継続関与年数 所属する監査法人

指定有限責任社員

業務執行社員

上林三子雄 ３年

新日本有限責任監査法人
神山　宗武 ３年

・監査業務に係る補助者の構成

公認会計士６名　その他14名

　　　 （注）その他は、会計士補、公認会計士試験合格者等であります。

　

⑤　社外取締役及び社外監査役との関係及び選任理由

当社の社外取締役及び社外監査役と当社の人的関係、資本的関係または取引関係等はありません。

当社の社外取締役は、企業経営についての十分な知識を有しており、当社の経営を監督し経営全般に

助言をいただける豊富な経験や知見を有しております。

また、社外監査役は、財務および会計に関する相当程度の知見を有しており、経理的観点から監査体

制の強化を図るうえで、有能な人材であります。
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　役員報酬等

①役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる

役員の員数

（人）基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く）
20,422 20,422 － － － 3

監査役

（社外監査役を除く）
16,800 16,800 － － － 3

社外役員 8,475 8,475 － － － 5

　

②役員の報酬等の額又はその算出方法の決定に関する方針

取締役および監査役の報酬限度額は、平成20年４月より６月までは定款により、また、平成20年７月

以降は平成20年６月26日開催の第１回定時株主総会決議により、それぞれ月額総額金30,000千円以内、

および月額総額金4,000千円以内と規定しております。

　

　取締役の定数

当社の取締役は、９名以内とする旨定款に定めております。

　

　取締役の選任及び解任の決議要件

当社は、取締役の選任決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任

決議は累積投票によらない旨も定款に定めております。

また、取締役の解任決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する

株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

　

　株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項及び理由

①　自己株式の取得

会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨

定款に定めております。これは、機動的な資本政策を遂行できるようにするためであります。

②　取締役の責任免除

会社法第426条の規定により、取締役会の決議をもって、同法第423条の行為に関する取締役（取締役

であった者を含む。）の責任を、法令の限度において、免除することができる旨定款に定めております。

また、会社法第427条の規定により、社外取締役との間に、同法第423条の行為による賠償責任を限定す

る契約を、法令が定める限度額において、締結することができる旨についても定款に定めております。

これは、取締役が職務を遂行するにあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにするためであり

ます。
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③　監査役の責任免除

会社法第426条の規定により、取締役会の決議をもって、同法第423条の行為に関する監査役（監査役

であった者を含む。）の責任を、法令の限度において、免除することができる旨定款に定めております。

また、会社法第427条の規定により、社外監査役との間に、同法第423条の行為による賠償責任を限定す

る契約を、法令が定める限度額において、締結することができる旨についても定款に定めております。

これは、監査役が職務を遂行するにあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにするためであり

ます。

④　会計監査人の責任免除

会社法第427条の規定により、会計監査人との間に、同法第423条の行為による賠償責任を限定する契

約を、法令が定める限度額において、締結することができる旨について定款に定めております。これは、

会計監査人が職務を遂行するにあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにするためでありま

す。

⑤　剰余金の配当等の決定機関

剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を

除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金

の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするも

のであります。

⑥　中間配当

取締役会の決議によって、毎年９月30日現在の最終の株主名簿に記載又は電磁的に記録された株主

又は登録株式質権者に対し、中間配当をすることができる旨定款に定めております。これにつきまして

も、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

　

　責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役及び社外監査役との間で、当社定款に基づき、賠償責任の限度額を法令が定める限

度額とする責任限定契約を締結しております。

　

　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議について、当該株主総会で議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の３分

の２以上に当たる多数をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足

数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を目的とするものであります。

　

　利益相反取引

当社は、会社と特定の株主の間で利益が相反する恐れのある取引を行う場合には、当該取引予定内容及

び取引予定額、また各々の実績について、取締役会の承認を得ることとしております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区　　分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 44,000 － 49,800 －

連結子会社 6,000 － － －

合計 50,000 － 49,800 －

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、監査日数等を考慮して決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成20年４月１日から平

成21年３月31日まで)及び前事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)並びに当連結会計

年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)及び当事業年度(平成21年４月１日から平成22年３

月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けておりま

す。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みとして、監査法人及び各種団体の主催

する研修に参加する等積極的な情報収集活動に努め、会計基準等の内容や変更等を適時適切に把握し、的

確に対応することができる体制を整備しております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,141,250 2,520,919

受取手形及び売掛金 8,143,160 6,812,987

貯蔵品 86,370 99,485

未収還付法人税等 307,106 76,379

未収消費税等 － 564,866

前払費用 419,166 583,623

繰延税金資産 497,677 347,723

その他 169,885 155,849

貸倒引当金 △33,937 △32,397

流動資産合計 12,730,681 11,129,437

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 3,185,146 3,285,225

減価償却累計額 △1,206,564 △1,387,339

建物及び構築物（純額） 1,978,582 1,897,885

機械装置及び運搬具 413,900 399,908

減価償却累計額 △258,253 △279,635

機械装置及び運搬具（純額） 155,647 120,273

土地 1,922,438 1,951,729

建設仮勘定 13,368 1,563

その他 768,053 824,476

減価償却累計額 △614,545 △702,261

その他（純額） 153,507 122,215

有形固定資産合計 4,223,544 4,093,666

無形固定資産

のれん 327,430 306,487

その他 333,961 273,313

無形固定資産合計 661,391 579,800

投資その他の資産

投資有価証券 1,007,842 748,436

関係会社株式 164,669 126,661

長期貸付金 249,106 262,319

敷金及び保証金 814,610 799,800

繰延税金資産 467,864 394,606

その他 266,374 219,562

貸倒引当金 △177,588 △144,227

投資その他の資産合計 2,792,878 2,407,159

固定資産合計 7,677,814 7,080,626

資産合計 20,408,496 18,210,064
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 40,217 1,718

短期借入金 460,000 180,000

1年内返済予定の長期借入金 3,069,701 2,835,770

未払費用 4,825,206 3,747,677

未払法人税等 386,262 532,713

未払消費税等 442,531 3,130

賞与引当金 689,077 442,307

ポイント引当金 105,206 63,402

契約解除損失引当金 － 14,000

その他 506,659 781,219

流動負債合計 10,524,861 8,601,939

固定負債

社債 500,000 500,000

長期借入金 2,735,975 1,899,155

退職給付引当金 599,598 603,311

役員退職慰労引当金 5,550 6,450

その他 89,452 15,093

固定負債合計 3,930,576 3,024,010

負債合計 14,455,438 11,625,950

純資産の部

株主資本

資本金 2,000,000 2,000,000

資本剰余金 500,000 500,000

利益剰余金 4,297,494 5,061,330

自己株式 △740,969 △837,359

株主資本合計 6,056,525 6,723,971

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △103,467 △139,857

評価・換算差額等合計 △103,467 △139,857

純資産合計 5,953,058 6,584,114

負債純資産合計 20,408,496 18,210,064
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②【連結損益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 87,485,776 60,358,888

売上原価 71,457,817 48,527,785

売上総利益 16,027,959 11,831,102

販売費及び一般管理費 ※1
 14,328,283

※1
 9,942,310

営業利益 1,699,675 1,888,792

営業外収益

受取利息 8,468 8,350

受取配当金 10,008 8,674

助成金収入 8,697 43,062

受取賃貸料 65,185 46,149

受取補償金 15,000 67,644

その他 41,839 74,286

営業外収益合計 149,200 248,167

営業外費用

支払利息 106,544 98,283

持分法による投資損失 42,230 44,910

貸倒引当金繰入額 － 2,677

賃貸費用 25,467 20,802

その他 64,816 27,408

営業外費用合計 239,058 194,082

経常利益 1,609,817 1,942,877

特別利益

過年度損益修正益 － 6,232

固定資産売却益 ※2
 8,028

※2
 2,092

関係会社株式売却益 － 627,272

賞与引当金戻入額 － 191,451

ポイント引当金戻入額 13,921 27,883

事業譲渡益 47,678 －

特別利益合計 69,627 854,931

特別損失

固定資産売却損 ※3
 559

※3
 2,125

固定資産除却損 ※4
 85,893

※4
 28,773

減損損失 ※5
 218,073

※5
 164,365

投資有価証券評価損 12,893 133,870

関係会社株式売却損 － 653

関係会社支援損 15,000 －

会員権評価損 － 3,547

賃貸借契約解約損 72,939 131,587

契約解除損失 － 102,055

契約解除損失引当金繰入額 － 14,000

特別退職金 － 134,153

特別損失合計 405,359 715,132

税金等調整前当期純利益 1,274,085 2,082,676
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

法人税、住民税及び事業税 725,801 772,945

法人税等調整額 △66,183 133,084

法人税等合計 659,617 906,029

当期純利益 614,467 1,176,646
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,000,000 2,000,000

当期末残高 2,000,000 2,000,000

資本剰余金

前期末残高 2,526,085 500,000

当期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △300,349 －

自己株式の処分 △55,415 △4,567

自己株式の消却 △2,532,585 －

利益剰余金から資本剰余金への振替 862,265 4,567

当期変動額合計 △2,026,085 －

当期末残高 500,000 500,000

利益剰余金

前期末残高 4,948,648 4,297,494

当期変動額

剰余金の配当 △403,356 △324,574

当期純利益 614,467 1,176,646

新規連結による減少 － △83,669

利益剰余金から資本剰余金への振替 △862,265 △4,567

当期変動額合計 △651,153 763,835

当期末残高 4,297,494 5,061,330

自己株式

前期末残高 △3,031,257 △740,969

当期変動額

自己株式の処分 68,247 6,737

自己株式の消却 2,532,585 －

自己株式の取得 △310,544 △103,127

当期変動額合計 2,290,287 △96,389

当期末残高 △740,969 △837,359

株主資本合計

前期末残高 6,443,477 6,056,525

当期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △300,349 －

剰余金の配当 △403,356 △324,574

当期純利益 614,467 1,176,646

自己株式の処分 12,832 2,169

自己株式の消却 － －

自己株式の取得 △310,544 △103,127

新規連結による減少 － △83,669

利益剰余金から資本剰余金への振替 － －

当期変動額合計 △386,951 667,445

当期末残高 6,056,525 6,723,971
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △43,795 △103,467

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△59,672 △36,389

当期変動額合計 △59,672 △36,389

当期末残高 △103,467 △139,857

評価・換算差額等合計

前期末残高 △43,795 △103,467

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△59,672 △36,389

当期変動額合計 △59,672 △36,389

当期末残高 △103,467 △139,857

純資産合計

前期末残高 6,399,682 5,953,058

当期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △300,349 －

剰余金の配当 △403,356 △324,574

当期純利益 614,467 1,176,646

自己株式の処分 12,832 2,169

自己株式の取得 △310,544 △103,127

新規連結による減少 － △83,669

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △59,672 △36,389

当期変動額合計 △446,624 631,056

当期末残高 5,953,058 6,584,114
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,274,085 2,082,676

減価償却費 496,493 377,844

減損損失 218,073 164,365

のれん償却額 83,412 67,701

貸倒引当金の増減額（△は減少） 75,557 △30,082

賞与引当金の増減額（△は減少） △38,549 △211,041

ポイント引当金の増減額（△は減少） △6,749 △41,803

退職給付引当金の増減額（△は減少） 132,804 △15,876

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △21,020 900

契約解除引当金の増減額（△は減少） － 14,000

受取利息及び受取配当金 △18,476 △17,025

支払利息 106,544 98,283

持分法による投資損益（△は益） 42,230 44,910

関係会社株式売却損益（△は益） － △626,619

固定資産売却損益（△は益） △7,468 32

固定資産除却損 85,893 28,773

投資有価証券評価損益（△は益） 12,893 133,870

事業譲渡損益（△は益） △47,678 －

関係会社支援損 15,000 －

売上債権の増減額（△は増加） 2,856,586 1,078,468

たな卸資産の増減額（△は増加） △10,250 24,071

仕入債務の増減額（△は減少） △8,573 △22,656

未払費用の増減額（△は減少） △1,539,258 △910,255

未収消費税等の増減額（△は増加） － △564,866

未払消費税等の増減額（△は減少） △525,968 △422,690

未払金の増減額（△は減少） △248,345 7,184

預り金の増減額（△は減少） △60,792 △14,211

特別退職金 － 134,153

その他 71,516 △325,595

小計 2,937,959 1,054,512

利息及び配当金の受取額 19,767 9,968

利息の支払額 △109,480 △94,678

法人税等の還付額 304,639 338,730

法人税等の支払額 △1,075,829 △754,368

特別退職金の支払額 － △134,153

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,077,057 420,012
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △4,907 △302,400

定期預金の払戻による収入 3,202 304,105

有形固定資産の取得による支出 △346,100 △153,073

有形固定資産の売却による収入 121,639 8,840

有形固定資産の除却による支出 △10,944 －

無形固定資産の取得による支出 △113,520 △83,767

無形固定資産の売却による収入 － 2,590

投資有価証券の取得による支出 △312,368 △11,662

投資有価証券の売却による収入 － 10,000

関係会社株式の取得による支出 △210,500 －

関係会社株式の売却による収入 － 24,772

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 ※2

 △32,205 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

－ ※5
 63,337

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

－ ※6
 △90,328

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

－ ※7
 919,961

敷金及び保証金の差入による支出 △143,860 △158,390

敷金及び保証金の回収による収入 122,598 478,187

短期貸付けによる支出 △281,000 △25,000

短期貸付金の回収による収入 574,040 135,000

長期貸付けによる支出 △241,599 △20,000

長期貸付金の回収による収入 9,203 8,914

事業譲渡による収入 ※3
 93,487 －

営業譲受による支出 ※4
 △343,448

※4
 △17,592

その他 △11,323 9,415

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,127,607 1,102,908

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 172,568 △324,800

長期借入れによる収入 4,280,000 2,500,000

長期借入金の返済による支出 △3,913,287 △3,702,651

社債の発行による収入 500,000 －

自己株式の売却による収入 12,832 2,169

自己株式の取得による支出 △310,544 △103,127

配当金の支払額 △701,915 △324,631

その他 7,836 △3,424

財務活動によるキャッシュ・フロー 47,488 △1,956,464

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 996,938 △433,543

現金及び現金同等物の期首残高 1,967,524 2,954,463

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △10,000 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 2,954,463

※1
 2,520,919
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　　　11社

　主要な連結子会社の名称

　　株式会社フジスタッフ

　　株式会社アイライン

　　当連結会計年度に、株式会社フジネ

クスト及び株式会社カラーズビジョ

ンは新たに株式を取得したため、連

結の範囲に含めております。

　　また当連結会計年度に、株式会社エ

ヌ・ティ・ティ・データ・キャリア

ウェイ（平成20年６月27日付けで株

式会社フジスタッフＩＴから社名変

更）は第三者割当増資に伴い持分比

率が低下したため、連結子会社から

持分法適用関連会社に変更しており

ます。

　当連結会計年度に、株式会社アイネ

クストは清算されたため、連結の範

囲より除外しております。

(1) 連結子会社の数　　　10社

　主要な連結子会社の名称

　　株式会社フジスタッフ

　　株式会社アイライン

　　当連結会計年度に、株式会社マルチ

メディアスクール・ウェーヴは新た

に株式を取得し、株式会社インター

エージェントは新たに設立をしたた

め、連結の範囲に含めております。

　また、当連結会計年度に、株式会社

コンピュータパック及び株式会社ア

ステージを売却し、株式会社アイラ

インキャリアアシストは清算したた

め、連結の範囲より除外しておりま

す。

　 (2) 主要な非連結子会社の名称

　　I LINE MALAYSIA SDN.BHD

　　I LINE(THAILAND)CO.,LTD

　(連結の範囲から除いた理由)

　非連結子会社は、いずれも小規模で

あり、合計の総資産、売上高、当期純

損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため連結の範囲から除

外しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称

同左

 
 
 

２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及

び関連会社の数　　　１社

　主要な持分法適用関連会社の名称

　　株式会社エヌ・ティ・ティ・データ

・キャリアウェイ

　当連結会計年度に、株式会社エヌ・

ティ・ティ・データ・キャリアウェ

イは第三者割当増資に伴い持分比率

が低下したため、連結子会社から持

分法適用関連会社に変更しておりま

す。

(1) 持分法を適用した非連結子会社及

び関連会社の数　　　１社

　主要な持分法適用関連会社の名称

　　株式会社エヌ・ティ・ティ・データ

・キャリアウェイ
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

　 (2) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社等

の名称

　　I LINE MALAYSIA SDN.BHD

　　I LINE(THAILAND)CO.,LTD

　(持分法を適用しない理由)

　　持分法非適用会社は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性が

ないため持分法の適用範囲から除

外しております。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社等

の名称

同左

 

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末

日は、連結決算日と一致しております。

すべての連結子会社の事業年度の末

日は、連結決算日と一致しております。

なお、当連結会計年度において、新規

連結子会社である株式会社マルチメ

ディアスクール・ウェーヴの決算日を

４月30日から３月31日に変更しており

ます。

その結果、当連結会計年度における会

計期間は、平成21年５月から平成22年３

月までの11ヶ月となっております。

４　会計処理基準に関する事

項

 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

　①　有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　連結決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)によってお

ります。

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

　①　有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

同左

 
 

　 　　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法によって

おります。

　　　なお、投資事業有限責任組合及びそ

れに類する組合への出資（金融商

品取引法第２条第２項により有価

証券とみなされるもの）について

は、組合契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によっておりま

す。

　　　時価のないもの

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

　 ②たな卸資産

　　貯蔵品

　　　最終仕入原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法)によって

おります。

　　（会計方針の変更）

　　棚卸資産の評価に関する会計基準の

適用

　「棚卸資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準第９号　平

成18年７月５日公表分）を当連結

会計年度から適用し、評価基準に

ついては、原価法から原価法（収

益性の低下による簿価切下げの方

法）に変更しております。なお、こ

れによる損益に与える影響はあり

ません。

②たな卸資産

　　貯蔵品

　　　最終仕入原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法)によって

おります。

 

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

　①　有形固定資産（リース資産を除

く）

　　　定率法によっております。ただし、

平成10年４月１日以降取得した建

物（建物附属設備を除く）につい

ては、定額法によっております。

　　　なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物及び構築物 ２年～50年

機械装置
及び運搬具

２年～６年

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

　①　有形固定資産（リース資産を除

く）

同左

 
 

　 　②　無形固定資産（リース資産を除

く）

　定額法によっております。なお、

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっており

ます。

　②　無形固定資産（リース資産を除

く）

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

　 　③　リース資産

　　　所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっており

ます。

　なお、所有権移転外ファイナンス

・リース取引のうち、リース取引開

始日が平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

　③　リース資産

同左

 

　 (3) 重要な引当金の計上基準

　①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

(3) 重要な引当金の計上基準

　①　貸倒引当金

同左

　 　②　賞与引当金

　従業員に支給する賞与に充てるた

め、支給見込額のうち当連結会計年

度負担額を計上しております。

　②賞与引当金

同左

　 　③　ポイント引当金

　スタッフに付与したポイントの使

用による費用発生に備えるため、当

連結会計年度末において将来使用

されると見込まれる額を計上して

おります。

　③　ポイント引当金

同左

　 ―――――――

 
 
 

　④　契約解除損失引当金

　　契約解除による費用発生に備える

ため、当連結会計年度末において将

来解除されると見込まれる額を計

上しております。

　 　⑤　退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付

債務の見込額に基づき、計上して

おります。

　数理計算上の差異については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理しております。

　⑤　退職給付引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

　 　⑥　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金に備えるため、

内規に基づく当連結会計年度末要

支給額を計上しております。

　⑥役員退職慰労引当金

同左

 
 

　 ―――――――

 
(4) 重要な収益及び費用の計上基準

　①　完成工事高の計上基準

　　当連結会計年度に着手した工事契約

から当連結会計年度末までの進捗

部分について成果の確実性が認め

られる工事については工事進行基

準（工事の進捗率の見積りは原価

比例法）を、その他の工事について

は工事完成基準を適用しておりま

す。

　 (5) 重要なヘッジ会計の方法

　①　ヘッジ会計の方法

　特例処理の要件を充たしている金

利スワップについて特例処理を採

用しております。

―――――――

 

　 　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段

　　　金利スワップ

　　ヘッジ対象

　　　借入金利息

　

　 　③　ヘッジ方針

　　　金利リスクの低減のため、対象債務

の範囲内でヘッジを行っており

ます。

　

　 　④　ヘッジの有効性評価の方法

　　　金利スワップの特例処理の要件を

充たしているため、有効性の評

価を省略しております。

　

　 (6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

　①　消費税等の会計処理

　　　税抜方式によっております。

(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

　①　消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項
 

全面時価評価法によっております。 同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

のれんは、投資の効果が及ぶ期間で均

等償却しております。なお、金額が僅少

である場合は、発生年度において全額

償却しております。

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の

範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。

同左

　

【会計方針の変更】

　

前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

（リース取引に関する会計基準等）

当連結会計年度より、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号　平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）平成19年３月30日改正）及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号　平成６年１月18日（日本公認会計士協会 

会計制度委員会）平成19年３月30日改正）を適用し、通

常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。

なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引

き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

また、これによる損益に与える影響はありません。

───────

─────── （完成工事高の計上基準）

 請負工事に係る収益の計上基準につきましては、当

連結会計年度より「工事契約に関する会計基準」（企

業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契

約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第18号　平成19年12月27日）を適用し、当連結会計

年度に着手した工事契約から、当連結会計年度末まで

の進捗部分について成果の確実性が認められる工事に

ついては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価

比例法）を、その他の工事については工事完成基準を

適用しております。

これによる売上高、売上総利益、営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益に与える影響はありませ

ん。

─────── （金融商品に関する会計基準）

当連結会計年度より「金融商品に関する会計基準」

(企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融

商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基

準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用してお

ります。

これによる経常利益及び税金等調整前当期純利益に

与える影響はありません。
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前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

─────── （退職給付に係る会計基準）

当連結会計年度から「「退職給付に係る会計基準」

の一部改正（その３）」(企業会計基準第19号　平成20

年７月31日）を適用しております。

数理計算上の差異を翌期から償却するため、これによ

る営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与

える影響はありません。

また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債務

の差額の未処理残高は△18,526千円であります。

　

　

【表示方法の変更】

　

前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

（連結貸借対照表）

財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

20年８月７日内閣府令第50号)が適用になることに伴

い、前連結会計年度において「たな卸資産」として掲

記されたものは、当連結会計年度より「貯蔵品」に区

分掲記しております。

なお、前連結会計年度の「たな卸資産」は、全額「貯

蔵品」であります。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

前連結会計年度における「仕入債務及び未払費用の

減少額」は、EDINETへのXBRL導入に伴い連結財務諸表

の比較可能性を向上するため、当連結会計年度より

「仕入債務の増減額（△は減少）」「未払費用の増減

額（△は減少）」として表示しております。なお、前連

結会計年度の「仕入債務の増減額（△は減少）」「未

払費用の増減額（△は減少）」はそれぞれ、13,545千

円、246,184千円であります。

前連結会計年度における「投資有価証券売却益」

「投資有価証券売却損」は、EDINETへのXBRL導入に伴

い連結財務諸表の比較可能性を向上するため、当連結

会計年度より「投資有価証券売却損益（△は益）」と

して表示しております。

───────
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

　偶発債務 　偶発債務
下記の会社の銀行借入に対し、債務保証を行ってお
ります。

保証先 金額 内容
PT Fujistaff Indonesia12,900千円借入債務
株式会社マルチメディア
スクール・ウェーヴ

50,000千円借入債務
 

顧客の受講料ローン利用者に対し債務保証を行って
おります。この債務保証は、受講料ローン利用者の金融
機関に対する借入金の連帯保証債務であります。

保証先 金額 内容
一般顧客 47,054千円受講料ローン

　

　

(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

従業員給料及び賞与 7,481,430千円
賞与引当金繰入額 486,980千円
賃借料 1,242,576千円
減価償却費 414,804千円
のれん償却額 83,412千円
貸倒引当金繰入額 77,526千円
退職給付費用 131,238千円
募集費 1,141,656千円
 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

従業員給料及び賞与 5,197,758千円
賞与引当金繰入額 354,047千円
賃借料 1,005,535千円
減価償却費 304,942千円
のれん償却額 67,701千円
貸倒引当金繰入額 12,122千円
退職給付費用 127,821千円
募集費 278,077千円
 

※２　固定資産売却益の内訳
機械装置及び運搬具 89千円
土地 7,938千円
計 8,028千円
 

※２　固定資産売却益の内訳
機械装置及び運搬具 2,092千円
 

※３　固定資産売却損の内訳
有形固定資産その他 559千円
 

※３　固定資産売却損の内訳
有形固定資産その他 1,683千円
無形固定資産その他 441千円
計 2,125千円
 

※４　固定資産除却損の内訳
建物及び構築物 46,837千円
機械装置及び運搬具 691千円
有形固定資産その他 9,725千円
無形固定資産その他 28,639千円
計 85,893千円

 

※４　固定資産除却損の内訳
建物及び構築物 4,758千円
機械装置及び運搬具 1,442千円
有形固定資産その他 15,553千円
無形固定資産その他 7,018千円
計 28,773千円
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前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

※５　減損損失

当社資産グループは、当連結会計年度において、

以下の資産グループについて減損損失を計上して

おります。

場所 用途 種類
減損損失

(千円)

㈱フジスタッフ仙

台支店（宮城県仙

台市）ほか４支店

事業所設備

建物及び構築物 8,475

有形固定資産そ

の他
1,239

㈱アイライン札幌

支店（北海道札幌

市）ほか３支店

事業所設備

建物及び構築物 5,362

有形固定資産そ

の他
1,210

㈱エム・アー
ル ・ ア イ ・
ジャパン（東
京都港区)

事業所設備

有形固定資産そ

の他
499

無形固定資産そ

の他
10,791

－
投資その他の資

産その他
72,808

㈱アステージ
(東京都中央
区)

－ のれん 107,471

㈱アイプレス
(東京都新宿
区)

－ のれん 10,216

計 218,073

　当社グループは、減損損失を認識するにあたり、独立し
た最小の損益管理単位を識別してグルーピングを行っ
ております。
　㈱フジスタッフの各支店につきましては、事務所の移
転・統合が確定しており使用価値がなくなったため、全
額を減損処理いたしました。
　㈱アイラインの各支店につきましては、翌期以降の
キャッシュ・フローが見込めず、もしくは閉鎖が確定し
ており、いずれも使用価値がなくなったため、全額を減
損処理いたしました。
　㈱エム・アール・アイ・ジャパンにつきましては、商
標類の一部使用を中止することとしたため、使用権等を
減損処理いたしました。
　㈱アステージと㈱アイプレスののれんにつきまして
は、株式取得時に策定した事業計画において想定してい
た収益見込みが減少したため、全額を減損処理いたしま
した。
 

※５　減損損失

当社資産グループは、当連結会計年度において、

以下の資産グループについて減損損失を計上して

おります。

場所 用途 種類
減損損失

(千円)

㈱フジスタッフ千

葉支店（千葉県千

葉市）ほか８支店

事業所設備

建物及び構築物 16,970

有形固定資産そ

の他
2,023

遊休資産
無形固定資産そ

の他
8,252

㈱アイライン帯広

支店（北海道帯広

市）ほか３支店

 

事業所設備

建物及び構築物 1,308

有形固定資産そ

の他
845

遊休資産
建物及び構築物 4,632

土地 409

㈱ マ ル チ メ
ディアスクー
ル・ウェーヴ
（東京都新宿
区)

－ のれん 129,922

計 164,365

　当社グループは、減損損失を認識するにあたり、独立し
た最小の損益管理単位を識別してグルーピングを行っ
ており、遊休資産については個別物件単位で行っており
ます。
　㈱フジスタッフの事業所設備につきましては、事務所
の移転・統合が確定しており使用価値がなくなったた
め全額を減損処理し、遊休資産については、将来の具体
的使用計画がなく他の転用や売却が困難なことから備
忘価額１円といたしました。
　㈱アイラインの事業所設備につきましては、翌期以降
のキャッシュ・フローが見込めず、もしくは閉鎖が確定
しており、いずれも使用価値がなくなったため、全額を
減損処理し、遊休資産については、その回収可能価額を
正味売却価額により算出し、差額を減損処理いたしまし
た。
　㈱マルチメディアスクール・ウェーヴののれんにつき
ましては、株式取得時に策定した事業計画において想定
していた収益見込みが減少したため、全額を減損処理い
たしました。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 737,751 － 55,000 682,751

（変動事由の概要）

普通株式の減少55,000株は、平成20年５月30日付の会社法第178条の規定に基づく自己株式の消却によるものであり

ます。

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 65,490 22,407 56,780 31,117

（変動事由の概要）

自己株式の増加22,407株は、取締役会決議による自己株式の取得によるものであります。

自己株式の減少56,780株は、自己株式の消却による減少55,000株及びストック・オプションの行使による減少1,780

株であります。

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成20年5月29日
取締役会

普通株式 470,582 700.0平成20年３月31日平成20年６月27日

平成20年10月30日
取締役会

普通株式 233,123 350.0平成20年９月30日平成20年12月５日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年5月27日
取締役会

普通株式 利益剰余金 162,908 250.0平成21年３月31日平成21年６月26日

　

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 682,751 － － 682,751

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 31,117 8,595 301 39,411

（変動事由の概要）

自己株式の増加8,595株は、取締役会決議による自己株式の取得によるものであります。

自己株式の減少301株は、ストック・オプションの行使による減少であります。
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３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成21年5月27日
取締役会

普通株式 162,908 250.0平成21年３月31日平成21年６月26日

平成21年10月27日
取締役会

普通株式 161,666 250.0平成21年９月30日平成21年12月４日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年５月28日
取締役会

普通株式 利益剰余金 289,503 450.0平成22年３月31日平成22年６月25日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在）

現金及び預金勘定 3,141,250千円

流動資産その他に含まれる有価証
券

14,917千円

計 3,156,168千円

預入期間３ヶ月超の定期預金 △201,705千円

現金及び現金同等物 2,954,463千円
 

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年３月31日現在）

現金及び預金勘定 2,520,919千円

現金及び現金同等物 2,520,919千円

 

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳

株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開

始時の資産及び負債の内訳ならびに株式の取得価額

と取得による支出（純額）との関係は次のとおりで

あります。

株式会社フジネクスト及び株式会社カラーズビジョ

ン　　　　　　　　　　（平成20年４月１日現在）

流動資産 32,731千円

固定資産 385,430千円

のれん 8,821千円

流動負債 △73,860千円

固定負債 △302,838千円

新規連結子会社の取得価額 50,284千円

新規連結子会社の現金及び現金
同等物

△18,079千円

差引：連結の範囲の変更を伴
う子会社株式の取得による支
出

32,205千円

 

────────

※３　事業譲渡により減少した資産及び負債の主な内訳

当連結会計年度に事業の譲渡により減少した資産及

び負債はありません。
 

────────

※４　営業譲受により増加した資産及び負債の主な内訳

当連結会計年度に営業譲受により増加した資産及び

負債の主な内訳は次のとおりであります。

固定資産 13,955千円

のれん 329,492千円

資産合計 343,448千円
 

※４　営業譲受により増加した資産及び負債の主な内訳

当連結会計年度に営業譲受により増加した資産及び

負債の主な内訳は次のとおりであります。

のれん 17,592千円

資産合計 17,592千円
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前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

──────── ※５　株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳

株式の取得により新たに連結したことに伴う連結

開始時の資産及び負債の内訳ならびに株式の取得価

額と取得による収入（純額）との関係は次のとおり

であります。

株式会社マルチメディアスクール・ウェーヴ

（平成21年４月30日現在）

流動資産 240,286千円

固定資産 345,088千円

のれん 159,088千円

流動負債 △592,973千円

固定負債 △151,489千円

新規連結子会社の取得価額 －千円

新規連結子会社の現金及び現
金同等物

63,337千円

差引：連結の範囲の変更を
伴う子会社株式の取得によ
る収入

63,337千円

 

────────

 
※６　株式の売却により連結子会社でなくなった会社の

資産及び負債の主な内訳

株式の売却により株式会社アステージが連結子会

社でなくなったことに伴う売却時の資産および負債

の内訳並びに株式会社アステージ株式の売却価額と

売却による支出は次のとおりであります。

株式会社アステージ

（平成21年９月30日現在）

流動資産 157,568千円

固定資産 19,268千円

流動負債 △172,744千円

株式売却損 △653千円

売却損連結子会社の売却価額 3,438千円

売却連結子会社の現金及び現金
同等物

△93,767千円

差引：連結の範囲の変更を伴
う子会社株式の売却による支
出

△90,328千円

 

　

EDINET提出書類

フジスタッフホールディングス株式会社(E05696)

有価証券報告書

 62/105



　

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

────────

 

※７　株式の売却により連結子会社でなくなった会社の

資産及び負債の主な内訳

株式の売却により株式会社コンピュータパックが

連結子会社でなくなったことに伴う売却時の資産お

よび負債の内訳並びに株式会社コンピュータパック

株式の売却価額と売却による収入は次のとおりであ

ります。

株式会社コンピュータパック

（平成22年３月31日現在）

流動資産 1,133,630千円

固定資産 96,488千円

流動負債 △230,450千円

固定負債 △67,019千円

株式売却後の投資持分 △45,343千円

株式売却損 612,500千円

その他有価証券評価差額金 244千円

売却損連結子会社の売却価額 1,500,050千円

売却連結子会社の現金及び現金
同等物

△580,088千円

差引：連結の範囲の変更を伴
う子会社株式の売却による収
入

919,961千円
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(リース取引関係)

　

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

１　ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リー

ス取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっており、その内容は次の通りでありま

す。
 

１　ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転ファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっており、その内容は次の通りであります。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

有形固定資産
その他

3,850 2,951 898

無形固定資産
その他

14,35710,9163,440

合計 18,20713,8684,338
 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却累計
額相当額・減
損損失累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

有形固定資産
その他

123,752116,5987,154

合計 123,752116,5987,154

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

1年内 3,611千円

1年超 983千円

合計 4,595千円

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

1年内 15,587千円

1年超 5,614千円

合計 21,201千円

　リース資産減損勘定の残高　　　　　　10,598千円
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 4,063千円

減価償却費相当額 3,765千円

支払利息相当額 206千円

 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 31,655千円

リース資産減損勘定の
取崩額

18,141千円

減価償却費相当額 27,158千円

支払利息相当額 870千円
 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。
 

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分については、

利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分については、

利息法によっております。
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(金融商品関係)

当連結会計年度（自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日）

　

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に人材派遣事業を行うための事業計画に照らして、必要な資金を銀行借入および社

債発行により調達しております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、投機的な取引は行

わない方針であります。

　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、取引

先企業および取引先金融機関の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である未払費用は、1年以内の支払期日であります。また、借入金及び社債は、主に運転資金に

必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で３年９ヵ月後であります。

　

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、債権管理規程に従い、営業債権について、主要な取引先の状況を定期的にモニタリ

ングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期

把握や軽減を図っております。

②  市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、取引先企業お

よび取引先金融機関との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③  資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき財務経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許

流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

　

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（(注）

２、３を参照ください。）。

　

（単位：千円）

　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 2,520,919 2,520,919 －

(2) 受取手形及び売掛金 6,812,987 6,812,987 －

(3) 投資有価証券 　 　 　

   　その他有価証券 501,610 501,610 －

資産計 9,835,517 9,835,517 －

(1) 未払費用 3,747,677 3,747,677 －

(2) 長期借入金（一年内返済予定を
含む）

4,734,925 4,730,827 △4,097

負債計 8,482,602 8,478,504 △4,097

デリバティブ取引 － － －

　

(注)１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関

から提示された価格もしくはその将来キャッシュフローを国債の利回りに信用スプレットを上乗せし

た利率で割り引いた現在価値によっております。

　

負  債

(1) 未払費用

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

(2) 長期借入金（一年内返済予定を含む）

これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現

在価値により算出しております。

　

デリバティブ取引

該当事項はありません。

　

(注)２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 61,603

投資事業組合等の出資金 185,221

　

　上記については、市場価額がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため「(3)投資有

価証券　その他有価証券」には含めておりません。
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(注)３  関係会社株式（連結貸借対照表計上額126,661千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが

極めて困難と認められることから、上記には含めておりません。

　

　

(注)４ 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

　 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 2,510,791 － － －

受取手形及び売掛金 6,812,987 － － －

投資有価証券 　 　 　 　

　その他の有価証券（社債） － 100,000 － －

合計 9,323,778100,000 － －

　

(注)５ 社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

　連結付属明細表「社債明細表」及び「借入金等明細表」をご参照下さい。

　

次へ
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(有価証券関係)

前連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの（平成21年３月31日）

種類
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超える
もの

　 　 　

　①株式 5,091 8,370 3,278

　②債券 － － －

　③その他 － － －

　小計 5,091 8,370 3,278

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えな
いもの

　 　 　

　①株式 642,848 463,368 △179,479

　②債券 － － －

　③その他 20,953 16,189 △4,764

　小計 663,802 479,557 △184,244

合計 668,893 487,927 △180,965

(注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損2,650千円を計上しております。

なお、時価のあるその他有価証券の減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落し

た場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額に

ついて減損処理を行っております。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。

　

３　時価評価されていない主な有価証券の内容

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

子会社株式及び関連会社株式 　

　関係会社株式 164,669

その他有価証券 　

　非上場株式 329,520

　その他 205,311

合計 699,501

(注)　当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損10,242千円を計上しております。

なお、非上場株式の減損処理にあたっては、当該株式の発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下

した場合には、相当の額について減損処理を行っております。
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当連結会計年度

１　その他有価証券（平成22年３月31日）

種類
連結貸借対照表
計上額
(千円)

取得原価
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超える
もの

　 　 　

　①株式 2,845 2,060 784

　②債券 － － －

　③その他 － － －

　小計 2,845 2,060 784

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えな
いもの

　 　 　

　①株式 389,361 619,820 △230,459

　②債券 － － －

　③その他 109,404 120,953 △11,549

　小計 498,765 740,774 △242,008

合計 501,610 742,834 △241,224

(注)１表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

２非上場株式等（連結貸借対照表計上額246,825千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表には含めておりません。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。

　

３　減損を行った有価証券（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度において、有価証券について133,870千円減損処理を行っております。

なお、時価のあるその他有価証券の減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以

上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性を考慮して必要

と認められた額について減損処理を行っております。
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

１　取引の状況に関する事項

(1) 取引の内容

利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引であります。

(2) 取引に対する取組方針

デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない

方針であります。

(3) 取引の利用目的

デリバティブ取引は、借入金利の将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを回避する目的で

利用しております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。

①　ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を充たしている金利スワップについて特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　金利スワップ

ヘッジ対象　借入金利息

③　ヘッジ方針

金利リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。

④　ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を充たしているので、決算日における有効性の評価を省略しており

ます。

(4) 取引に係るリスクの内容

金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクはほとんどないと認識しております。

(5) 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、財務

経理部が決裁担当者の承認を得て行っております。

　

２　取引の時価等に関する事項

当社グループが利用しているデリバティブ取引は全てヘッジ会計が適用されているため、記載を省略し

ております。

　

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。
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(退職給付関係)

　

前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

(1) 採用している退職給付制度の概要

当社グループは退職一時金制度を採用しております。
 

(1) 採用している退職給付制度の概要

同左

(2) 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △619,828千円

未積立退職給付債務 △619,828千円

未認識数理計算上の差異 20,229千円

退職給付引当金 △599,598千円
 

(2) 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △583,044千円

未積立退職給付債務 △583,044千円

未認識数理計算上の差異 △20,267千円

退職給付引当金 △603,311千円

(注）一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあた
り、簡便法を採用しております。
 

(3) 退職給付費用に関する事項

勤務費用 176,857千円

利息費用 7,461千円

数理計算上の差異の費用処理額 6,871千円

退職給付費用 191,190千円

 

(3) 退職給付費用に関する事項

勤務費用 198,491千円

利息費用 9,297千円

数理計算上の差異の費用処理額 6,134千円

退職給付費用 213,924千円

(注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用
は、勤務費用に計上しております。
 

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 1.5％

数理計算上の差異の処理年数 ５年
 

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 0.8～1.2％

数理計算上の差異の処理年数 ５年
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

株式会社フジスタッフ及び株式会社アイラインが共同して株式移転を行ったことにより当社が設立されたこ

とで、株式会社フジスタッフにおいて平成17年６月24日に付与されたストック・オプション及び株式会社アイ

ラインにおいて平成17年12月20日に付与されたストックオプションは、完全親会社である当社に継承されまし

た。

下記は、株式移転に際して、株式移転期日の前日の最終の新株予約権原簿に記載された株式会社フジスタッフ

及び株式会社アイラインの新株予約権者に対し、同社の新株予約権に代えて交付された、フジスタッフホール

ディングス株式会社の新株予約権の内容であります。

(株式会社フジスタッフ)

　

　 平成17年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

株式会社フジスタッフ取締役　　　　　　　３名
株式会社フジスタッフ執行役員　　　　　　６名
株式会社フジスタッフ従業員（正社員）　 151名
株式会社フジスタッフ従業員（契約社員）　５名

株式の種類別のストック・オプションの付与数（注）１ 普通株式　5,990株

権利確定条件 （注）２

対象勤務期間 平成17年６月24日～権利行使の時まで

権利行使期間 平成19年７月１日～平成22年６月30日

権利行使価格 40,100円

(注) １　株式数に換算しております。

　　 ２　権利確定条件は以下のとおりであります。

新株予約権行使時において当社もしくは当社子会社の取締役、執行役員または従業員であることを要します。

　

(株式会社アイライン)

　

　 平成17年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

株式会社アイライン取締役　　　　　　　　４名
株式会社アイライン監査役　　　　　　　　１名
株式会社アイラインの子会社取締役　　　　３名
株式会社アイライン従業員　　　　　　　　87名
社外の協力者　　　　　　　　　　　　　　１名

株式の種類別のストック・オプションの付与数（注）１ 普通株式　8,359株

権利確定条件 （注）２

対象勤務期間 平成17年12月20日～権利行使の時まで

権利行使期間 平成19年12月21日～平成22年12月20日

権利行使価格 7,209円

(注) １　株式数に換算しております。

　　 ２　権利確定条件は以下のとおりであります。

　 新株予約権行使時において当社もしくは当社子会社の取締役、監査役、従業員または社外の協力者である　

　 ことを要します。

EDINET提出書類

フジスタッフホールディングス株式会社(E05696)

有価証券報告書

 72/105



(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数

については株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

　

会社名 株式会社フジスタッフ 株式会社アイライン

決議年月日 平成17年６月24日 平成17年12月20日

権利確定前 　 　

期首（株） － －

付与（株） － －

失効（株） － －

権利確定（株） － －

未確定残（株） － －

権利確定後 　 　

期首（株） 4,865 6,123

権利確定（株） － －

権利行使（株） － 1,780

失効（株） 105 43

未行使残（株） 4,760 4,300

　

②　単価情報

　

会社名 株式会社フジスタッフ 株式会社アイライン

決議年月日 平成17年６月24日 平成17年12月20日

権利行使価格（円） 40,100 7,209

行使時平均株価（円） － 15,513

付与日における公正な評価単価(円) － －
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当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

　

　 平成17年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

株式会社フジスタッフ取締役　　　　　　　３名
株式会社フジスタッフ執行役員　　　　　　６名
株式会社フジスタッフ従業員（正社員）　 151名
株式会社フジスタッフ従業員（契約社員）　５名

株式の種類別のストック・オプションの付与数（注）１ 普通株式　5,990株

付与日 平成17年６月24日

権利確定条件 （注）２

対象勤務期間 平成17年６月24日～権利行使の時まで

権利行使期間 平成19年７月１日～平成22年６月30日

(注) １　株式数に換算しております。

　　 ２　権利確定条件は以下のとおりであります。

新株予約権行使時において当社もしくは当社子会社の取締役、執行役員または従業員であることを要します。

　

　

　 平成17年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

株式会社アイライン取締役　　　　　　　　４名
株式会社アイライン監査役　　　　　　　　１名
株式会社アイラインの子会社取締役　　　　３名
株式会社アイライン従業員　　　　　　　　87名
社外の協力者　　　　　　　　　　　　　　１名

株式の種類別のストック・オプションの付与数（注）１ 普通株式　8,359株

付与日 平成17年12月21日

権利確定条件 （注）２

対象勤務期間 平成17年12月20日～権利行使の時まで

権利行使期間 平成19年12月21日～平成22年12月20日

(注) １　株式数に換算しております。

　　 ２　権利確定条件は以下のとおりであります。

新株予約権行使時において当社もしくは当社子会社の取締役、監査役、従業員または社外の協力者であること

を要します。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については

株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

　

会社名 株式会社フジスタッフ 株式会社アイライン

決議年月日 平成17年６月24日 平成17年12月20日

権利確定前 　 　

期首（株） － －

付与（株） － －

失効（株） － －

権利確定（株） － －

未確定残（株） － －

権利確定後 　 　

期首（株） 4,760 4,300

権利確定（株） － －

権利行使（株） － 301

失効（株） 330 387

未行使残（株） 4,430 3,612

　

②　単価情報

　

会社名 株式会社フジスタッフ 株式会社アイライン

決議年月日 平成17年６月24日 平成17年12月20日

権利行使価格（円） 40,100 7,209

行使時平均株価（円） － 15,743

付与日における公正な評価単価(円) － －

　

　

EDINET提出書類

フジスタッフホールディングス株式会社(E05696)

有価証券報告書

 75/105



(税効果会計関係)

　

前連結会計年度

(平成21年３月31日現在)

当連結会計年度

(平成22年３月31日現在)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

繰延税金資産 　

　賞与引当金 287,348千円

　未払費用 37,978千円

　未払事業税 30,424千円

　未払事業所税 29,059千円

　土地評価損 135,668千円

　貸倒引当金 71,434千円

　退職給付引当金 251,125千円

　その他有価証券評価差額 74,847千円

　税務上の繰越欠損金 291,750千円

　その他 157,686千円

　繰延税金資産小計 1,367,319千円

　評価性引当額 △401,745千円

　繰延税金資産合計 965,574千円

繰延税金負債 　

　未収還付事業税 33千円

　繰延税金負債合計 33千円

　繰延税金資産(負債)の純額 965,541千円

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

繰延税金資産 　

　賞与引当金 184,774千円

　未払費用 23,161千円

　未払事業税 47,172千円

　未払事業所税 22,674千円

　土地評価損 133,326千円

　減損損失 78,179千円

　退職給付引当金 252,389千円

　その他有価証券評価差額 101,366千円

　税務上の繰越欠損金 377,816千円

　投資有価証券評価損 62,384千円

　その他 148,137千円

　繰延税金資産小計 1,431,383千円

　評価性引当額 △688,962千円

　繰延税金資産合計 742,420千円

繰延税金負債 　

　未収還付事業税 90千円

　繰延税金負債合計 90千円

　繰延税金資産の純額 742,330千円

 
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整） 　

　交際費等永久に損金に算入され
ない項目

0.6％

　受取配当金（みなし配当含む）
等永久に益金に算入されない項
目

△66.6％

　住民税均等割 4.8％

　連結子会社からの配当金 67.1％

　連結子会社の欠損金に対する税
効果未認識

1.1％

　留保金課税 8.3％

　その他 △4.2％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率

51.8％
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整） 　

　交際費等永久に損金に算入され
ない項目

0.1％

　受取配当金（みなし配当含む）
等永久に益金に算入されない項
目

△9.5％

　住民税均等割 2.8％

　連結子会社からの配当金 9.4％

　法人税から控除される所得税 △1.0％

　連結子会社の欠損金に対する税
効果未認識

8.5％

　評価性引当額の増減 △1.7％

　のれんの減損 5.1％

　連結子会社売却に伴う影響額 △10.9％

　持分法投資損益 0.4％

　その他 △0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率

43.5％
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(企業結合等関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

連結財務諸表に与える影響が軽微のため、記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

連結財務諸表に与える影響が軽微のため、記載を省略しております。

　

　

(賃貸等不動産関係)

当連結会計年度（自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日）

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

一般人材派遣・製造アウトソーシング・人材紹介・紹介予定派遣等人材関連事業の売上高及び営業

利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める割合がいずれも

90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

一般人材派遣・製造アウトソーシング・人材紹介・紹介予定派遣等人材関連事業の売上高及び営業

利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める割合がいずれも

90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

海外売上高がないため該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

海外売上高がないため該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

（追加情報）

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　企業会計基準

第11号）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　企業会計基

準適用指針第13号）を適用しております。

なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

　

１　関連当事者との取引

（１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)割
合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員 増山　浩史 － －
当社

代表取締役

(被所有)

直接20.73
資金の貸付

資金の貸付 260,000

－ －貸付金の回収 260,000

受取利息 212

役員 佐藤　厚 － － 当社取締役
(被所有)

直接 0.13
資金の貸付

資金の貸付 25,000
長期貸付金 24,960

貸付金の回収 40

受取利息 80 － －

(注）１．取引金額には消費税等は含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

　

（２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

（１）親会社情報

該当事項はありません。

　

（２）重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。

　

　

　

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 9,135円59銭 10,234円27銭

１株当たり当期純利益金額 923円52銭 1,819円23銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

919円83銭 1,815円11銭

(注)　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益（千円） 614,467 1,176,646

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る当期純利益（千円） 614,467 1,176,646

　普通株式の期中平均株式数（株） 665,355 646,783

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益調整額（千円） － －

　普通株式増加数（株) 2,669 1,468

　（うち新株予約権) (2,669) (1,468)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額の算定に含まれなかった潜
在株式の概要

新株予約権の数 4,760個
詳細については、第４提出
会社の状況　１株式等の状
況　（2）新株予約権等の
状況に記載のとおりであ
ります。

新株予約権の数 4,430個
詳細については、第４提出
会社の状況　１株式等の状
況　（2）新株予約権等の
状況に記載のとおりであ
ります。
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(重要な後発事象)
　

前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

（株式会社マルチメディアスクール・ウェーヴの株式取

得）

当社は平成21年２月27日開催の取締役会において、当社

保有の株式会社マルチメディアスクール・ウェーヴの新

株予約権付無担保社債を株式転換することを決議し、平

成21年４月30日付で株式転換により子会社化いたしまし

た。

同社の連結子会社化により、派遣スタッフに対するより

充実した教育インセンティブの提供と同業他社との差別

化を図り、優秀な人材の募集力強化と高付加価値な人材

サービスの向上を目指すことを目的としております。

（1）株式取得の方法

　株式会社マルチメディアスクール・ウェーヴの新株

　予約権付無担保社債を株式転換

（2）子会社となる会社の概要

　　名称　株式会社マルチメディアスクール・ウェーヴ

　　事業内容　パソコンスクール事業、パソコン研修

　　　　　　　事業

　　従業員数　　　　　　　86名

　　資本金の額　　 206,000千円

（3）取得する株式の数　2,700株

（4）取得価額　　　 49,950千円

（5）取得後の持分比率   　51％
 

────────
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高

(千円)

当期末残高

(千円)

利率

(％)
担保 償還期限

㈱アイライン 第１回無担保社債
平成21年
3月27日

500,000500,0000.96なし
平成25年
3月27日

合計 － － 500,000500,000－ － －

(注) 　 連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内

(千円)

１年超２年以内

(千円)

２年超３年以内

(千円)

３年超４年以内

(千円)

４年超５年以内

(千円)

－ － 500,000 － －

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高

(千円)

当期末残高

(千円)

平均利率

(％)
返済期限

短期借入金 460,000 180,000 0.757 －

１年以内に返済予定の長期借入金 3,069,7012,835,770 1.412 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定
のものを除く。）

2,735,9751,899,155 1.408
平成23年４月28日～
平成25年12月26日

リース債務（１年以内に返済予定
のものを除く。）

－ － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 6,265,6764,914,925 － －

(注) １　平均利率は、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下の

　　とおりであります。

区分
１年超２年以内

(千円)

２年超３年以内

(千円)

３年超４年以内

(千円)

４年超５年以内

(千円)

長期借入金 1,395,685 403,250 100,220 －

　

(2) 【その他】

当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　

第１四半期

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

第２四半期

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

第３四半期

(自　平成21年10月１日

　至　平成21年12月31日)

第４四半期

(自　平成22年１月１日

　至　平成22年３月31日)

売上高（千円） 15,568,50715,309,378 15,107,678 14,373,324

税金等調整前四半期
純利益金額（千円）

324,316 331,995 663,897 762,466

四半期純利益金額
（千円）

138,982 214,242 365,926 457,495

１株当たり四半期純
利益金額（円）

214.58 331.33 565.75 708.19
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 116,902 112,799

営業未収入金 ※1
 56,010

※1
 61,948

短期貸付金 － ※1
 500,000

前払費用 8,721 21,494

繰延税金資産 9,508 8,350

未収還付法人税等 306,466 75,211

その他 20,581 14,844

貸倒引当金 － △413,828

流動資産合計 518,191 380,821

固定資産

有形固定資産

建物 370 15,381

減価償却累計額 △184 △1,376

建物（純額） 186 14,005

車両運搬具 16,478 22,053

減価償却累計額 △9,506 △996

車両運搬具（純額） 6,971 21,057

工具、器具及び備品 2,631 4,363

減価償却累計額 △1,414 △2,450

工具、器具及び備品（純額） 1,216 1,913

建設仮勘定 2,399 －

有形固定資産合計 10,773 36,976

無形固定資産

ソフトウエア 17,717 15,704

その他 1,319 1,159

無形固定資産合計 19,037 16,863

投資その他の資産

投資有価証券 72,010 －

関係会社株式 7,887,002 7,887,005

長期貸付金 － 24,720

役員に対する長期貸付金 24,960 －

繰延税金資産 2,314 1,690

その他 36,869 63,432

投資その他の資産合計 8,023,157 7,976,848

固定資産合計 8,052,967 8,030,688

資産合計 8,571,159 8,411,509
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 ※2
 885,000

※2
 1,265,000

未払金 16,154 12,548

未払費用 27,425 22,424

未払法人税等 － 3,830

未払消費税等 4,094 －

賞与引当金 20,184 16,216

その他 7,913 6,362

流動負債合計 960,773 1,326,381

負債合計 960,773 1,326,381

純資産の部

株主資本

資本金 2,000,000 2,000,000

資本剰余金

資本準備金 500,000 500,000

その他資本剰余金 3,621,310 3,618,761

資本剰余金合計 4,121,310 4,118,761

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 1,992,792 1,568,491

利益剰余金合計 1,992,792 1,568,491

自己株式 △503,718 △602,125

株主資本合計 7,610,385 7,085,127

純資産合計 7,610,385 7,085,127

負債純資産合計 8,571,159 8,411,509
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業収益

受取配当金 ※1
 2,100,155

※1
 400,025

経営指導料 ※1
 734,281

※1
 536,965

その他の売上高 － ※1
 2,000

営業収益合計 2,834,436 938,990

販売費及び一般管理費

役員報酬 95,939 45,697

従業員給料及び賞与 323,586 224,464

賞与引当金繰入額 20,184 16,216

支払報酬 82,142 92,997

支払手数料 55,544 21,937

地代家賃 － 27,978

減価償却費 － 10,053

その他 133,726 83,704

販売費及び一般管理費合計 711,124 523,049

営業利益 2,123,312 415,941

営業外収益

受取利息 607 ※1
 4,103

還付加算金 500 1,046

業務受託料 ※1
 600 －

保険解約返戻金 － 7,613

その他 0 338

営業外収益合計 1,707 13,101

営業外費用

支払利息 ※1
 16,470

※1
 14,645

その他 899 1

営業外費用合計 17,370 14,647

経常利益 2,107,649 414,395

特別利益

固定資産売却益 － ※2
 808

賞与引当金戻入額 － 4,854

特別利益合計 － 5,662

特別損失

固定資産除却損 － ※3
 150

関係会社株式評価損 － 72,007

貸倒引当金繰入額 － ※1
 413,828

特別損失合計 － 485,985

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 2,107,649 △65,927

法人税、住民税及び事業税 116,723 32,016

法人税等調整額 2,634 1,781

法人税等合計 119,358 33,798

当期純利益又は当期純損失（△） 1,988,291 △99,725
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,000,000 2,000,000

当期末残高 2,000,000 2,000,000

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 500,000 500,000

当期末残高 500,000 500,000

その他資本剰余金

前期末残高 5,154,623 3,621,310

当期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △300,349 －

自己株式の処分 △24,502 △2,549

自己株式の消却 △1,208,460 －

当期変動額合計 △1,533,312 △2,549

当期末残高 3,621,310 3,618,761

資本剰余金合計

前期末残高 5,654,623 4,121,310

当期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △300,349 －

自己株式の処分 △24,502 △2,549

自己株式の消却 △1,208,460 －

当期変動額合計 △1,533,312 △2,549

当期末残高 4,121,310 4,118,761

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 407,857 1,992,792

当期変動額

剰余金の配当 △403,356 △324,574

当期純利益又は当期純損失（△） 1,988,291 △99,725

当期変動額合計 1,584,934 △424,300

当期末残高 1,992,792 1,568,491

利益剰余金合計

前期末残高 407,857 1,992,792

当期変動額

剰余金の配当 △403,356 △324,574

当期純利益又は当期純損失（△） 1,988,291 △99,725

当期変動額合計 1,584,934 △424,300

当期末残高 1,992,792 1,568,491
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

自己株式

前期末残高 △1,438,968 △503,718

当期変動額

自己株式の処分 37,334 4,719

自己株式の消却 1,208,460 －

自己株式の取得 △310,544 △103,127

当期変動額合計 935,249 △98,407

当期末残高 △503,718 △602,125

株主資本合計

前期末残高 6,623,513 7,610,385

当期変動額

剰余金の配当 △403,356 △324,574

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △300,349 －

当期純利益又は当期純損失（△） 1,988,291 △99,725

自己株式の処分 12,832 2,169

自己株式の消却 － －

自己株式の取得 △310,544 △103,127

当期変動額合計 986,871 △525,257

当期末残高 7,610,385 7,085,127

純資産合計

前期末残高 6,623,513 7,610,385

当期変動額

剰余金の配当 △403,356 △324,574

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △300,349 －

当期純利益又は当期純損失（△） 1,988,291 △99,725

自己株式の処分 12,832 2,169

自己株式の取得 △310,544 △103,127

当期変動額合計 986,871 △525,257

当期末残高 7,610,385 7,085,127
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

 

(1）子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法によってお

ります。

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 

　 (2）その他有価証券

　　　時価のないもの

移動平均法による原価法によっ

ております。

──────

２　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　定率法によっております。

 

(1) 有形固定資産

同左

 

　 (2) 無形固定資産

　定額法によっております。なお、自

社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっております。

(2) 無形固定資産

同左

 

３　引当金の計上基準 ────── (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

　 (2) 賞与引当金

　　従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額のうち、当

事業年度負担額を計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

同左

４　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1) 消費税等の会計処理

　　税抜方式によっております。

(1) 消費税等の会計処理

同左

　

　

【表示方法の変更】

前事業年度

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

───────

 
 
 
 
 

（損益計算書）

 前事業年度において販売費及び一般管理費「その他」

に含めて表示しておりました「地代家賃」(前事業年度

27,748千円）は、販売費及び一般管理費の5/100を超えた

ため、当事業年度においては区分掲記することとしまし

た。また、 前事業年度において販売費及び一般管理費

「その他」に含めて表示しておりました「減価償却費」

(前事業年度6,683千円）は、重要性が増したため、当事業

年度においては区分掲記することとしました。 
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

※１　関係会社に対する資産
営業未収入金 56,010千円
 

※１　関係会社に対する資産
営業未収入金 61,948千円
短期貸付金 500,000千円

 

※２　関係会社に対する負債
短期借入金 885,000千円
 

※２　関係会社に対する負債
短期借入金 1,265,000千円

 

３　偶発債務 ３　偶発債務
　下記の会社の銀行借入に対し、債務保証を行って　お
ります。

保証先 金額 内容
株式会社マルチメディア
スクール・ウェーヴ

50,000千円借入債務
 

　顧客の受講料ローン利用者に対し債務保証を行って
おります。この債務保証は、受講料ローン利用者の金融
機関に対する借入金の連帯保証債務であります。

保証先 金額 内容
一般顧客 47,054千円受講料ローン

 

　

(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

※１　関係会社との取引高
受取配当金 2,100,155千円

経営指導料 734,281千円

業務受託料 600千円

支払利息 16,470千円
 

※１　関係会社との取引高
受取配当金 400,025千円

経営指導料 536,965千円

その他の売上高 2,000千円

受取利息 3,525千円

支払利息 14,640千円

貸倒引当金繰入額 413,828千円
 

─────── ※２　固定資産売却益の内訳
車両運搬具 808千円
　

─────── ※３　固定資産除却損の内訳
工具器具備品 150千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 (株) 65,490 22,407 56,780 31,117

（変動事由の概要）

自己株式の増加22,407株は、取締役会決議による自己株式の取得によるものであります。

自己株式の減少56,780株は、自己株式の消却による減少55,000株及びストック・オプションの行使に

よる減少1,780株であります。

　

当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 (株) 31,117 8,595 301 39,411

（変動事由の概要）

自己株式の増加8,595株は、取締役会決議による自己株式の取得によるものであります。

自己株式の減少301株は、ストック・オプションの行使による減少であります。

　

　

(リース取引関係)

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

　

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　関係会社株式　7,887,005千円）は市場価格がなく、

時価を把握することが極めて困難と認められることから記載しておりません。
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(税効果会計関係)

　

前事業年度

(平成21年３月31日)

当事業年度

(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

　賞与引当金 8,213千円

　未払費用 1,036千円

　減価償却超過額 2,201千円

　その他 371千円

　繰延税金資産合計 11,822千円

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

　賞与引当金 6,598千円

　未払費用 843千円

　減価償却超過額 1,650千円

　貸倒引当金 168,386千円

　関係会社株式 29,299千円

　その他 949千円

　小計 207,727千円

　評価性引当額 △197,686千円

　繰延税金資産合計 10,041千円
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整） 　

　交際費等永久に損金に算入され
ない項目

0.1％

　住民税均等割等 0.1％

　受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△40.2％

　留保金課税 5.0％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率

5.7％

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　税引前当期純損失を計上したため、法定実効税率と法

人税等の負担率との差異の原因は記載しておりませ

ん。

 

　

　

(企業結合等関係)

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）における記載内容と同一であるため記載を省略しており

ます。

　

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）における記載内容と同一であるため記載を省略しており

ます。
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 11,678円93銭 11,013円04銭

１株当たり当期純利益金額（△は１
株当たり当期純損失金額）

2,988円32銭 △154円19銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

2,976円38銭

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額については、1株
当たり当期純損失であるため
記載しておりません。

(注)　１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

　

項目
前事業年度

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

１株当たり当期純利益金額（又は１株当たり当期
純損失金額）

　 　

　当期純利益（△は当期純損失）（千円） 1,988,291 △99,725

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る当期純利益（△は当期純損失）
（千円）

1,988,291 △99,725

　普通株式の期中平均株式数（株） 665,355 646,783

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 2,669 －

　（うち新株予約権） (2,669) (－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額の算定に含まれなかった潜
在株式の概要

新株予約権の数　4,760個
詳細については、第４提出
会社の状況　１株式等の状
況　（2）新株予約権等の
状況に記載のとおりであ
ります。

新株予約権の数　4,430個
詳細については、第４提出
会社の状況　１株式等の状
況　（2）新株予約権等の
状況に記載のとおりであ
ります。
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(重要な後発事象)
　

前事業年度

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

（株式会社マルチメディアスクール・ウェーヴの株式取

得）

当社は平成21年２月27日開催の取締役会において、当社

保有の株式会社マルチメディアスクール・ウェーヴの新

株予約権付無担保社債を株式転換することを決議し、平

成21年４月30日付で株式転換により子会社化いたしまし

た。

同社の連結子会社化により、派遣スタッフに対するより

充実した教育インセンティブの提供と同業他社との差別

化を図り、優秀な人材の募集力強化と高付加価値な人材

サービスの向上を目指すことを目的としております。

（1）株式取得の方法

　株式会社マルチメディアスクール・ウェーヴの新株

　予約権付無担保社債を株式転換

（2）子会社となる会社の概要

　　名称　株式会社マルチメディアスクール・ウェーヴ

　　事業内容　パソコンスクール事業、パソコン研修

　　　　　　　事業

　　従業員数　　　　　　　86名

　　資本金の額　　 206,000千円

（3）取得する株式の数　2,700株

（4）取得価額　　　 49,950千円

（5）取得後の持分比率   　51％

────────
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高

(千円)

当期増加額

(千円)

当期減少額

(千円)

当期末残高

(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額

(千円)
差引当期末
残高(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

建物 370 15,011 － 15,3811,376 1,19114,005

車両及び運搬具 16,47821,70516,13022,0533,827 3,66118,226

工具、器具及び備品 2,631 2,127 395 4,363 2,450 1,280 1,913

建設仮勘定 2,39917,00919,408 － － － －

有形固定資産計 21,87955,85335,93341,7987,654 6,13334,144

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

ソフトウェア 18,51816,17414,42820,2644,560 3,75915,704

その他 1,608 － － 1,608 448 160 1,159

無形固定資産計 20,12616,17414,42821,8725,009 3,92016,863

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高

(千円)

当期増加額

(千円)

当期減少額
(目的使用)

(千円)

当期減少額
(その他)

(千円)

当期末残高

(千円)

貸倒引当金 － 413,828 － － 413,828

賞与引当金 20,184 16,216 15,330 4,854 16,216

(注)　賞与引当金の「当期減少額(その他)」は、前期末賞与引当金の取崩による減少であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

資産の部

イ　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 254

預金 　

　普通預金 104,797

　別段預金 7,746

計 112,544

合計 112,799

　

ロ　営業未収入金

　(イ）相手先別内訳

相手先 金額(千円)

株式会社フジスタッフ 27,304

株式会社アイライン 34,643

合計 61,948

　

　(ロ）営業未収入金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
(千円)

当期発生高
(千円)

当期回収高
(千円)

次期繰越高
(千円)

回収率(％) 滞留期間(日)

(A) (B) (C) (D)

(C)
×100

(A)＋(B)

　

(A) ＋ (D)
───────

２
─────────

(B)
───────

365

56,010 596,180 590,242 61,948 90.5 36.1

（注）当期発生高には、消費税等が含まれております。

　

ハ　短期貸付金

相手先 金額(千円)

株式会社マルチメディアスクール・ウェーヴ 500,000

合計 500,000

　

ニ　関係会社株式

銘柄 金額(千円)

株式会社フジスタッフ 5,646,871

株式会社アイライン 2,240,131

株式会社マルチメディアスクール・ウェーヴ 2

合計 7,887,005
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負債の部　

イ　短期借入金

相手先 金額(千円)

株式会社フジスタッフ 1,265,000

合計 1,265,000

　

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 －

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所 －

　　株主名簿管理人 －

　　取次所 －

　　買取手数料 －

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。但し、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合は、東京都において発行される日本経済
新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
http://www.fujistaff-holdings.jp/

株主に対する特典 なし
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第２期(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)平成21年６月25日関東財務局長に提

出。

　

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成21年６月25日関東財務局長に提出。

　

(3) 四半期報告書及び確認書

第３期第１四半期(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)平成21年８月14日関東財務局長に提

出。

第３期第２四半期(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)平成21年11月13日関東財務局長に提

出。

第３期第３四半期(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)平成22年２月15日関東財務局長に提

出。

　

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報

告書を平成21年８月７日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報

告書を平成22年６月18日関東財務局長に提出。

　

(5) 自己株券買付状況報告書

平成22年３月８日、平成22年４月12日、平成22年５月17日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

　

平成21年６月25日

フジスタッフホールディングス株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　上　　林　　三 子 雄　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　神　　山　　宗　　武　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているフジスタッフホールディングス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連

結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、フジスタッフホールディングス株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、フジスタッフホー

ルディングス株式会社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内

部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の

立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告

の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、フジスタッフホールディングス株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統

制は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(※)１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　　２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

　

平成22年６月24日

フジスタッフホールディングス株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　上　　林　　三 子 雄　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　神　　山　　宗　　武　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているフジスタッフホールディングス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連

結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、フジスタッフホールディングス株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、フジスタッフホー

ルディングス株式会社の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内

部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の

立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告

の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、フジスタッフホールディングス株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統

制は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(※)１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　　２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成21年６月25日

フジスタッフホールディングス株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　上　　林　　三 子 雄　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　神　　山　　宗　　武　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているフジスタッフホールディングス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第

２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について

監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、フジスタッフホールディングス株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する

事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(※)１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
　

EDINET提出書類

フジスタッフホールディングス株式会社(E05696)

有価証券報告書

104/105



独立監査人の監査報告書

　

平成22年６月24日

フジスタッフホールディングス株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　上　　林　　三 子 雄　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　神　　山　　宗　　武　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているフジスタッフホールディングス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第

３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について

監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、フジスタッフホールディングス株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する

事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(※)１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

　　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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